
令和５年度　総務部経営方針

１　総務部の基本方針

２　重点事項

(1)

①

②

(2)

①

(3)

①

　個性を生かし、これまでの枠組みや価値観を超えた自由な発想で新しい取組に挑戦し、一人ひとりの取組、職員相互の連携・協働した取組を力として、笑
顔が満ち大発展する「県北の都」の実現を目指します。
(１)　大きな時代の変革期にある中で、職員の持つポテンシャルを最大限に引き出し、能力を発揮できる人材育成の取組を進めます。
(２)　財政の健全性を保ち、持続的に行政経営が行えるよう、財政計画を基本とした財政運営を行います。
(３)　公共施設等を適正に管理するとともに、未利用財産の効率的な運用・処分を進めます。
(４)　信頼される市役所づくりに向け、業務執行上のリスクを全庁的に把握し、業務リスクの管理徹底を図ります。
(５)　公文書のライフサイクルを電子的に管理することにより、業務の効率化と公文書管理の適正化を図ります。
(６)　入札及び契約の公正性、透明性を高め、適正な入札執行を行うとともに、デジタル化を進めることで業務の効率化を図ります。

職員の意欲や能力を高める人材育成の推進と優秀な人材の確保を目指します

関連する総合計画の政策体系 　構想実現に向けた行政の取組

　長浜市人材育成基本方針に掲げる、「採用」「配置」「育成」「評価」が一体となった人材マネジメントを推進し、職員の意欲と能力向上による組織の活
性化を図ります。

重点事業
評価

人材育成

各職位に応じた独自研修
や専門知識等を習得する
派遣研修等を実施し、着
実な人材育成を推進しま
す。

7,629 人事課

①独自研修の開催：毎月1回
②研修受講後の職員満足度：平
均80％
③独自研修受講人数：1,100人
④派遣研修受講人数：130人

①延べ37回開催（月平均3.1
回）
②平均86.2％
③1,506人
④228人

A

事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況

B

持続可能な行財政運営を進めます

関連する総合計画の政策体系 　構想実現に向けた行政の取組

　財政の健全性を保ち持続的に行政経営が行えるよう、財政計画を基本とした財政運営を行います。

重点事業

職員採用

魅力的な採用PR活動を行
い、長浜市職員として働
くことに興味を持つ学生
等を増やします。

ー 人事課

①就活セミナー等参加人数：
1,500人
②インターンシップ参加人数：
30人
③大学訪問：12か所（うち新
規訪問3か所）

①1,517人
②24人
③27か所（うち新規９か所）

評価

財政計画の改
定

現在の計画の検証を行
い、長期的視点で歳入、
歳出の見通しを立て、計
画を改定します。（計画
期間：令和6年度～令和
15年度）

ー 財政課

①令和5年9月（令和6年度予算
編成方針決定）までに改定
②改定後の計画に基づく令和6
年度当初予算の編成

①令和5年8月改定
②改定後の計画に基づき令和6
年度当初予算を編成し、計画と
の乖離を分析

A

事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況

公共施設等総合管理計画の着実な進捗を図ります

関連する総合計画の政策体系 　構想実現に向けた行政の取組

　公共施設等総合管理計画に基づき、未利用財産の売却や貸付を推進し、施設の更新費用や維持管理費用の確保に努めます。

重点事業
事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況 評価

未利用財産の
利活用推進

未利用の市有財産を民間
事業者等に対して売却や
貸付を行います。

16,000
財政課

（財産活用政
策室）

①未利用財産の売却：7件 売却：10件（109,107千円） A

総務部



(4)

①

(5)

①

(6)

①

３　行政経営改革の取組

取組
視点

① 3-2

② 3-2

③ 1-1

④ 3-2

適正な事務の執行、業務リスクの管理に努めます

関連する総合計画の政策体系 　構想実現に向けた行政の取組

　市民の皆様に信頼される長浜市役所づくりと効率的で効果的な行政運営の確立に向け、「長浜市内部統制基本方針」に基づいてリスク対策を強化し、事務
の適正な執行を確保するとともに、リスクの未然防止に取り組みます。

重点事業
事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況 評価

業務リスク管
理

「長浜市内部統制基本方
針」に基づく取組として
業務リスク管理を強化
し、リスクを想定した対
策を講じてリスク予防す
る取組を推進します。

－ 総務課

①重点項目評価シートによるリ
スクの事前対策と事後評価によ
る取組の定着
②市全体の取組のモニタリング
の実施

①重点項目評価について、年度
当初に全課において防止策等を
策定し、実施。年度末には所属
長、次長、評価者が評価予定。
②10月に、全課を対象に中間
自己点検（モニタリング）を実
施し、具体的な業務改善にも繋
げた。

B

安全で適正な事務の執行、文書管理に努めます

関連する総合計画の政策体系 　構想実現に向けた行政の取組

　文書の収受・作成から決裁、保存、廃棄までの公文書のライフサイクルを一貫して電子的に管理することにより、業務の効率化と公文書管理の適正化を図
ります。

重点事業
事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況 評価

電子決裁を推
進する新たな
文書管理シス
テムの導入

電子決裁機能付き文書管
理システムを導入するこ
とで、決裁及び文書検
索・整理に係る時間の削
減、ペーパレス化の推
進、文書の紛失防止、保
管場所の縮小を図り、業
務の効率化・スリム化、
働き方改革、迅速な処理
による市民サービスの向
上等を目指します。

債務負担行為
　(R5～R11)

　103,000
総務課

システム構築：R5～R6年度
運用開始（R6年10月～）

①プロポーザルによる業者選定
②文書管理ルールの検討
③決裁事務等の運用見直しに係
る内部調整
④例規整備

①６月に公募型プロポーザル方
式による業者選定の実施を公
告。
８月にプロポーザル選定委員会
にて委託業者を選定し、９月に
委託契約締結。
②第一段階として、文書分類、
文書番号、保存期間、公告方法
等の文書管理ルールを見直し、
Ｒ６年４月から適用。
③管理部門による協議により、
決裁・合議区分等を見直し、Ｒ
６年４月から適用。
④文書管理規程、事務決裁規程
の改正（令和６年４月１日施
行）。

B

契約の公正性・透明性を高め、適正な契約を執行します

関連する総合計画の政策体系 　構想実現に向けた行政の取組

契約等事務の電子化を推
進することで、発注者及
び受注者双方の事務負担
軽減と地域社会全体のデ
ジタル化を促進します。

1,276 契約管理課
①電子契約：200件
②電子請求受領：10,000件

①電子契約：160件
②電子請求受領：1,680件

C

評価

　入札及び契約の公正性、透明性を高め、適正な入札執行を行うとともに、デジタル化を進めることで業務の効率化を図ります。

重点事業
事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況 評価

取組名 課題 取組概要 取組目標 担当課 達成状況

A

デジタル技術
の活用による
効率的かつ、
安定的な労務
管理業務の推
進

人事制度、雇用形態が複
雑多様化している。組織
全体で人材データの効果
的な活用ができていな
い。

新たな人事関連システム
を導入し、労務管理の効
率化と、人材データの活
用による適切な人材マネ
ジメントを実現する。

①新人事関連システムの
運用開始(R6年1月～）

人事課

計画どおり令和6年1
月から新人事関連シ
ステムを運用開始す
ることができた。

未利用財産の
利活用

公共施設が多く、多額の
維持管理費用や更新費用
が必要となる。

未利用の市有財産を民間
事業者等に対して売却や
貸付を行う。

①未利用財産の売却：7件
財政課

（財産活用政
策室）

売却件数：10件

B

B

北部合同庁舎
及び支所庁舎
の適正管理

北部合同庁舎及び支所庁
舎の老朽化により施設の
管理経費が増大してい
る。

施設ごとに立案していた
修繕計画等を見直し、施
設管理を一元化すること
で費用の削減と業務の効
率化を図る。

①各施設の維持管理にお
ける各種契約、許認可等
の集約による管理の効率
化

北部管理課

建築基準法第12条点
検業務、各庁舎清掃
等類似業務、許認可
事務等を集約化し、
事務の効率化が図れ
た。

B

本庁舎施設の
適正管理

本庁舎建設から8年が経過
し、設備の老朽化も進
み、エネルギー効率が低
い状態となっている。

カーボンニュートラルの
取組の一環として、本庁
舎照明のLED化工事を進め
る。

①本庁舎照明LED化工事に
着手（R5～R6）

総務課
当初予定通り、令和
６年７月完了予定。

契約事務の電
子化

総務部



令和５年度　未来創造部経営方針

１　未来創造部の基本方針

２　重点事項

(1)

①

②

③

④

(2)

計画の推進に向けて（（1）行財政運営・行政改革の推進）

①

住宅課

(3)

①

②

・総合計画第3期基本計画の4つの重点プロジェクト「働き方の創造」「活躍の場創出」「未来のこども育成」「持続的なまちづくり」を、部局横断的に取り組み
ます。
・長浜市の経営資源を最大限に活用し、市民ニーズに沿った効率的で効果的な行政運営を推進します。
・市の取組や地域課題を市民と共有することで、事業評価や市民協働につなげるため、報道・広報を強化します。
・地域の魅力発信等をはじめ、国、県、民間等との多様な連携及び民間活力の積極的な導入により、北部地域の振興を進めます。
・長浜に暮らすこども・若者を中心に、現在も将来も魅力を感じられるまちを創るため、こども・子育て世代・若者を応援します。
・長浜の魅力発信を行い、移住者や関係人口（長浜ファン）を増やします。
・「市民サービスの利便性向上」「地域課題の解決」「行政運営の効率化・デジタル化」「DX推進基盤の整備」、これらのターゲットに対してデジタル技術の強
みを反映させて行政サービスや情報システム基盤を設計し 、機能的な仕組みや利用者が使いやすい環境の実現に取り組んでいきます。

総合計画の着実な推進を図ります

関連する総合計画の政策体系 　計画の推進に向けて　　（3）計画の進捗管理

　総合計画第3期基本計画の重点プロジェクトに掲げる「長浜に暮らす若者が、現在も将来も魅力を感じられるまちを創る」ための取組を推進することで、人口
減少時代でも持続的に発展する魅力あるまちづくりを進めます。

重点事業
評価

まち・ひと・し
ごと創生総合戦
略策定

デジタル田園都市国家構想
の実現に向けた人口減少時
代に対応する総合戦略を策
定します。

3,600 政策デザイン課

若者が魅力と感じるまちづくり
や人口減少時代に対応する持続
可能なまちづくりにつながる戦
略の策定

４つの基本目標からなる若者が
魅力と感じるまちづくりにつな
がる総合戦略を策定

B

事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況

C

南長浜地域のま
ちづくりビジョ
ン検討

南長浜地域のまちづくりコ
ンセプトを策定します。

1,093 政策デザイン課
①市民や専門家等との検討会議
開催
②コンセプトの策定

共創会議３回、検討会議６回、
ワークショップ２回のほか、
フィールドワーク、インタ
ビュー等を開催し、コンセプト
策定

B

長浜バイオ大学
との連携のあり
方検討

長浜バイオ大学の包括的改
革提案に対して長浜市の連
携方針を定めます。

644 政策デザイン課
長浜バイオ大学の包括的改革提
案に対する市としての方向性の
提案

大学改革への合同検討チーム設
置
企業連携をはじめとする大学改
革に向けた方向性検討調整

B

仕事の改革を進め、市民ニーズに沿った質の高い行政運営の確立に努めます

関連する総合計画の政策体系

　市役所の仕事の改革を進め、限られた経営資源（職員、施設、予算、時間、情報）を最大限活用し、生産性・地域力・経営力を向上させ、市民ニーズに沿った
質の高い行政サービスを提供するとともに『将来の長浜市民に、負担を残さない持続可能なまちづくり』の実現をめざします。

重点事業
事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標

ゼロカーボン実
行戦略に向けた
事業検討

地域主導型エネルギービジ
ネスの展開により、本市に
人と資本を呼び込みます。

46,082
12,169

政策デザイン課

①再エネポテンシャル調査実施
　（電力部門）
②エネルギー事業、小売り事業
の事業化方向性の決定

地域新電力設立可能性調査実施
モデル事業の設定や設立への４
条件など、設立に向けた方向性
決定

達成状況 評価

業務変革

行政改革推進本部会議を中
心に、市の経営資源の最適
化を検討し、全庁体制で業
務変革の取組を検討、決定
及び評価を行います。

－ 政策デザイン課
①事業見直し検討件数：15項目
②予算化検討事案数：15項目

①事業見直し
　職員ボイス提案数　46項目
　担当課対応方針とりまとめ
②予算化検討事案数   40項目
　予算化決定事案数　19項目

B

「普段着のながはま」の魅力を積極的に発信します

関連する総合計画の政策体系 　政策4　産業・交流　目標2　地域魅力の情報発信の強化

　地域の風土や文化・暮らしなどを観光とは違った視点で効果的に国内外に発信し、「住んで楽しい、住みたくなる、選ばれるまち」をPRし、関係人口・交流人
口などの長浜ファンの獲得につなげて移住定住を促進します。

重点事業
事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況 評価

「普段着のなが
はま」情報発信

長浜の暮らしなどの魅力を
広報紙や動画サイト、SNS
等で発信します。

37,992 広報報道課
①動画視聴回数：10万回
②Xフォロワー数：1,200人
③LINE友達数：7,000人

①動画視聴回数：200,193回
②Xフォロワー数：1,438人
③LINE友達数：8,568人

B

B
報道機関等への
積極的な情報提
供

部局報道官を中心に報道機
関への積極的な資料提供を
行い、市民をはじめ市外に
も広く情報を発信します。

－ 広報報道課
報道機関への情報提供数：
1,500件

報道機関への情報提供数：
1,513件

未来創造部



(4)

①

②

(5)

①

②

(6)

①

多様な連携による地域の魅力を活かした北部地域の振興を図ります

関連する総合計画の政策体系 　政策6　環境・都市　　　　　目標3　居住環境の整ったまちづくり

　北部地域への企業誘致及び民間活力を促進するための仕組みづくりや丹生ダム対策事業の八田部発生土受入跡地及び旧余呉湖荘跡地の利活用を進めます。また
国・県や近隣市町との連携を積極的に進めます。

重点事業
評価

多様な連携等に
よる北部地域振
興の推進

更なる地域の魅力発信を進
め、地域、民間及び県等と
の多様な連携による北部地
域の振興を進めます。
また、地域や民間の力を活
かした新たな施策の検討を
進めます。

18,043 北部政策課

①魅力情報「北部便り」の発信
掲載数：50件、アクセス件数：
8,000件
②高校魅力化の推進（県、学校
等の連携協議件数）：10件
③地域おこし協力隊への支援
（協議件数）：30件
④地域・民間、県等との協議件
数：20件

①魅力情報「北部便り」の発信
掲載数：170件、アクセス件
数：16,000件
②高校魅力化の推進（県、学校
等の連携協議件数）：13件
③地域おこし協力隊への支援
（協議件数）：46件
④地域・民間、県等との協議件
数：40件

A

事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況

B

こども・若者の活躍を応援します

関連する総合計画の政策体系
　政策2　教育・文化　目標2　豊かに学び感性を磨くまちづくり
　政策3　健康・福祉　目標1　地域の魅力を受け継ぐまちづくり

　長浜に暮らすこども・若者を中心に、現在も将来も魅力を感じられるまちを創るため、こども・若者の声を市政につなげるとともに、若者の活躍を応援する居
場所づくりに挑戦します。

重点事業

丹生ダム対策事
業

丹生ダム建設事業の中止に
伴う実施計画に基づき、地
域整備の着実な実施と地元
に寄り添った地域振興の具
現化を進めます。

229,943
北部政策課

(丹生ダム対策室)

①丹生ダム対策
・丹生ダム対策委員会：3回
・地域整備協議会、調整会議：
4回
・四者会議：12回
②地域整備
・地域整備工事：2件
・災害復旧工事：1件
③地域振興
・余呉地域振興に係るPT会議：
12回
・八田部利活用計画等：2件
・余呉湖周辺施設整備事業：1
件
・民間活力を活かした公共施設
の有効活用：1件

①丹生ダム対策
・丹生ダム対策委員会：2回
・地域整備協議会、調整会議：
7回
・四者会議：9回
②地域整備
・地域整備工事：2件
・災害復旧工事：1件（委託7本
分）
③地域振興
・余呉地域振興に係るPT会議：
7回
・八田部利活用計画等：1件
・八田部利活用関係者協議：56
回
・余呉湖周辺施設整備事業：1
件
・民間活力を活かした公共施設
の有効活用：1件

評価

こども・若者意
見反映事業

10～30歳代に対しアン
ケートやインタビューを実
施し、こども・若者の意見
を反映する機会をつくりま
す。

4,825
こども若者

応援課
政策デザイン課

こども・若者の意見聴取の実施
①実態調査
　中高生対象
　18～34歳対象
　婚姻・出産・子育て世代対象
　転入出者対象
②インタビュー：5団体

こども・若者の意見聴取の実施
①実態調査実施
　中高生対象
　18～34歳対象
　婚姻・出産・子育て世代対象
　転入出者対象
②トーク・インタビュー ：30
シーン

B

事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況

A

関係人口の拡大を図ります

関連する総合計画の政策体系 　政策4　産業・交流　目標3　地域の魅力を受け継ぐまちづくり

　地方回帰が注目される中、長浜市移住定住促進協議会と連携した移住者の支援に取り組みます。また、ふるさと寄附の充実、東京都台東区との都市連携、首都
圏等に在住する長浜出身者で組織された東京‐長浜リレーションズとの連携等により、長浜の魅力発信を行い、関係人口（長浜ファン）を増やします。

重点事業

若者活躍応援事
業

若者の活躍を応援する居場
所づくりに取り組みます。

2,024
こども若者

応援課

居場所づくり事業の実施
①まちあそび事業
②ハマコン・N-LAP事業
③大学生フィールド事業
④学生サポートチーム設置事業

居場所づくり事業の実施
①サードプレイス「itteki」運
営。高校生発案企画実施
②ハマコン・N-LAP事業実施
③大学生フィールド事業実施
④学生サポートチーム設置事業
⇒市内各高校で実施

評価

都市ブランド力
向上事業

長浜の魅力を、都市連携協
定をしている東京都台東区
や東京ー長浜リレーション
ズ等を通じて発信し、長浜
ブランドの向上を図りま
す。

818
こども若者

応援課
①東京-長浜リレーションズ会
員数：240人以上

①東京-長浜リレーションズ会
員数：238人

B

事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況

「行財

未来創造部



②

③

(7)

①

②

③

３　行政経営改革の取組

取組
視点

① 2-3

② 1-1

③ 1-1

④ 1-1

市民の利便性が高まり、行政事務の効率を高めるDX（デジタルトランスフォーメーション）を推進します

関連する総合計画の政策体系 構想実現に向けた行政の取組

　デジタル技術と行政サービスとの融合を図り、デジタルが持つチカラを活用して、市民と市役所の接点での利便を大きくするとともに、利用者の目線で、すべ
ての人に優しく、安心を感じられるデジタル環境づくりを進めます。また、自治体の基幹事務運営の大きな転換となる国の情報システム全国標準化要請に対し、
庁内関係部署との緊密な連携体制を取って適合作業を行います。

重点事業

B

ふるさと寄附
ふるさと寄附の実施を通し
て長浜の魅力と事業を効果
的にPRします。

166,024
こども若者

応援課
①寄附額：350,000千円

寄附額：411,498千円
寄附件数：16,056件

B

移住促進事業

長浜市移住定住促進協議会
と連携し、移住者の相談、
住居（空家含）、地域との
マッチングを行い、移住者
の新生活を支援することで
移住促進を図ります。また
移住者ネットワークの構築
に努めます。

31,168
こども若者

応援課

①協議会への相談件数：720件
②市の施策を通じた移住件数：
40件

3月末現在
①相談件数：845件
②移住件数：38件

評価

電子申請サービ
スの拡大

「電子申請サービス」の機
能拡張と手続のオンライン
化の拡大を行い、市民や事
業者の一層の利便性向上を
図ります。

3,191
デジタル行政

推進課

①決済及び申請者連絡機能の整
備
②新たに200手続の電子化

①決済及び申請者連絡機能を整
備（4月）。操作研修等実施。
②新たに322手続を電子化。

A

事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況

A

自治体情報シス
テム標準化

自治体基幹業務システム
を、国が定めるガバメント
クラウド上の標準アプリ
ケーションを使用する体制
へ移行させるよう、関係部
署と連携して各対象業務の
整合検証作業を進めます。

20,856
デジタル行政

推進課

①国の情報発出状況に沿い、業
務部門・作業に応じた「第2グ
ループ」を中心とした専門部会
を7月までに立ち上げる。
②業務フロー、システム機能、
帳票等についての課題確認とそ
の解決に向け、10部門で
Fit&Gap分析を実施する。

①「GovCloud活用検討会」(標準
化対象部署連絡会)、各業務専門
部会を7月以降随時開催。
②20業務の事務種別毎に、シス
テム機能及び運用手順の調整に
かかるFit＆Gap分析作業、カス
タマイズ検討等を実施。

B

デジタルに不慣
れな方へのデジ
タル活用支援

高齢者等のデジタルに不慣
れな方を対象とした「スマ
ホ体験講座」の実施などを
通じ、デジタルに対して、
身近さや楽しさ、安心を感
じられる機会づくりに取り
組みます。

1,600
デジタル行政

推進課

通信キャリア事業者等と連携し
て、「スマホ体験講座」「移動
型スマホ教室」等を実施：60講
座

事業者等と連携して、スマホ操
作等の講習・相談会を実施
*スマホ体験講座（83講座、参
加294人）、移動型スマホ教室
（102講座､参加251人）。
*スマホ相談リモート窓口開設
（7～9月､4カ所）。

評価取組名 課題 取組概要 取組目標 担当課 達成状況

B

質と効率性を重
視したサービス
の提供

広報紙の情報量には限りが
あるが、伝えるべき情報は
増加の一途となっている。
広報紙に掲載すべき内容を
整理する必要がある。

広報紙の記事をWEB発信等
の手法により削減し、紙面
の確保に努め、広報紙の情
報を市民にとって最適なも
のにする。

WEB記事発信数を15件増
やす

広報報道課
WEB記事発信数が15
件増えた

B

市民協働を推進
する場づくりと
支援体制の整備

様々な地域課題を解決する
ためには、地域の課題解決
に向けて取り組む市民活動
を支援する環境整備が必要
である。

市民や市民団体が地域課題
の解決に向けた取組に市と
して連携協力する。

連携協力事案数：15項目

政策デザイン
課

こども若者
応援課

政策デザイン課
2件

こども若者応援課
17件

質と効率性を重
視したサービス
の提供

地域や関係機関との調整や
施策決定に時間を費やす
ケースがある。

調整に要する会議の時間・
人員設定をルール化し、本
庁等の会議は積極的にWEB
会議を導入する。

①会議時間は1時間をルー
ル化
②本庁開催会議はWEB会議
とする

北部政策課

質と効率性を重
視したサービス
の提供

事務改善・効率化へのスタ
イル変化に対しデジタル機
器の活用も図っている中、
ペーパーレス化がまだまだ
進んでいない。

デジタル機器・情報ネット
ワークの整備とともに、全
庁組織に対し紙の使用削減
の意識の浸透とワークスタ
イルの転換への理解を図
り、ペーパーレス化の取組
を積極化させる。

紙使用量(複合機)の前年度
比を、全庁で20％減少

デジタル行政
推進課

＊全庁での印刷枚数
を昨年比20％削減と
する目標を定め、各
部署でのペーパーレ
ス推進方針策定、月
間印刷枚数状況の毎
月掲示、庁内報での
啓発等により、取組
を促進。
＊実績…昨年比
22.3％減。

A

①当課実施または市
の主たる参加者とし
て出席した会議
127/217回
②(1)未来創造部経営
会議22回
(2)その他WEB会議参
加数6回

B

未来創造部



令和５年度　市民協働部経営方針

１　市民協働部の基本方針

２　重点事項

(1)

①

②

(2)

①

(3)

①

②

自主防犯推進
事業

自主防犯意識の高揚と防
犯活動の推進により、犯
罪を未然に防ぐ環境づく
りを進めます。

28,637 市民活躍課
①防犯ﾊﾟﾄﾛｰﾙ：24回以上
②啓発活動：8回以上
③犯罪認知件数：430件以下

①防犯ﾊﾟﾄﾛｰﾙ：30回
②啓発活動：9回
③犯罪認知件数：720件

B

B
交通安全対策
事業

市民の交通安全意識の向
上を図り、道路交通の危
険性の低減と交通事故の
減少をめざします。

17,564 市民活躍課

①交通事故24時間死者数：4人
以下/年
②交通事故重傷者数：24人以
下/年

①交通事故24時間死者数：3人
②交通事故重傷者数：31人

安心安全のまちづくりを推進します

関連する総合計画の政策体系 政策5　安全　安心　目標1 犯罪や交通事故の少ないまちづくり

　市民と行政が一体となって安心で安全なまちづくりを進めるため、犯罪の防止に配慮した生活環境を整備するとともに、市民が主体となった防犯活動や交
通安全啓発活動を推進します。

重点事業
事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況 評価

事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況 評価

多文化共生の
まちづくり

多文化共生のまちづくり
指針及び第3期行動計画の
実施

8,022 市民活躍課

①やさしい日本語協力施設・店
舗数：32件
②多文化共生に関するボラン
ティア登録者数：124件

①協力施設・店舗数：41件
②ボランティア登録者数：54
件

B

予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況

多文化共生と国際交流によるまちづくりを推進します

関連する総合計画の政策体系 政策1　市民・自治　　目標1　全ての人が互いに尊重しあうまちづくり

　国籍や民族に関わらず、すべての市民が歴史や文化の違いを尊重して認め合い、つながりあえるよう「長浜市多文化共生のまちづくり指針」に基づき、外
国人市民のコミュニケーションを促進し、安心して暮らせ、地域社会の一員として活躍できる環境づくりを進めるとともに、市民の国際感覚を磨く取組を進
め、多文化共生のまちづくりを推進します。

重点事業

　めざすまちの姿「新たな感性を生かし みんなで未来を創るまち 長浜」の実現に向け、市民協働のまちづくりを推進します。
　とりわけ、ポストコロナ時代を迎え、スポーツや文化・芸術、市民活動等が活発化する中、時代の変化や市民ニーズに対応するため、公共施設予約システ
ムの運用、自治会活動デジタル化の促進を図るとともに、人権施策推進基本計画、男女共同参画行動計画、多文化共生のまちづくり指針行動計画、市民協働
推進計画、生涯学習社会づくり基本方針、図書館基本計画（第2期）、文化芸術振興ビジョン、スポーツ推進計画、文化財保存活用地域計画等を推進しま
す。
　また、令和7年（2025年）の滋賀国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会及び令和6年（2024年）の同リハーサル大会の開催に向け準備を進めます。

市民が活躍できるまちづくりを推進します

関連する総合計画の政策体系 政策1　市民・自治　　目標2　一人ひとりが主役のまちづくり

　多様な主体が参加しやすい市民協働のまちづくりを推進するため、デジタル化や新たな切り口による地域課題の解決、若者が楽しみながらまちづくりに関
わる取組を推進します。市民、自治会、地域づくり協議会、市民活動団体等に対して、市民協働センターやまちづくりセンター等を通じた人材育成、相談対
応、生涯学習、活動の場の提供を行うことで、学びから活躍まで総合的に支援します。

重点事業

自治会活動デ
ジタル化促進
事業

自治会で使用するICT機器
の購入費等の補助制度
と、デジタルによる自治
会運営の改善方法を学ぶ
講習会や専門家によるサ
ポート窓口を創設し、自
治会活動のデジタル化を
促進します。

8,135 市民活躍課
①補助金申請件数：40件
②講習会受講者数：80人

①補助金申請件数：12件
②講習会受講者数：66人

C

評価

長浜市役所ま
ちあそび部事
業

高校生と大学生が、自由
にアイデアを出し合い、
若者の目線でまちの資源
を活かた「まちあそび」
を、地域の様々な人・団
体などの協力を得ながら
実践します。

900 市民活躍課

①参加学校数（高校・大学）：
4校
②受講後に地元に対するポジ
ティブ思考を得た生徒：90％
以上

①11校（高校：3校、大学：8
校）
②ポジティブ思考：90％以上

B

事業名 事業概要

市民協働部



(4)

①

②

③

④

⑤

⑥

,

(5)

①

② B
部活動の地域
移行

中学校部活動の地域移行
を円滑に進めるため、受
け皿となる地域団体等に
よる運営について、モデ
ル事業を行いながら検証
します。

2,066
文化スポーツ

課

①地域の文化スポーツクラブに
よるモデル事業検証数：2事業
（文化含む）

①地域の文化スポーツクラブに
よるモデル事業検証数：2事業
・奥びわ湖スポーツクラブ
・長浜文化スポーツ振興事業団

評価

国スポ・障ス
ポ大会の開催
準備

開催を2年後に控えた両大
会の開催準備を進め、円
滑な開催環境の整備、大
会PRを行います。

14,748
31,748

国スポ・障ス
ポ大会推進室

①「大会実施本部」の設立：
12月末まで
②本市開催競技の記念大会・交
流会、スポーツ合宿等の実施：
5回以上
③SNSによるPR活動：100回以
上

①1月
②記念大会：2回、交流会：7
回、合宿：3回
③147回

A

事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況

B

スポーツによる元気なまちづくりを推進します

関連する総合計画の政策体系 政策2　教育・文化　　目標2　豊かに学び感性を磨くまちづくり

　令和7年（2025年）の滋賀国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会をスポーツ振興の好機と捉え、子どもから高齢者まで、すべての市民がスポーツの
力で笑顔になれるまちづくりに繋げるため、本市開催競技のPRや記念大会、体験会の開催など機運の醸成に取り組むとともに、大会の成功に向けた準備を着
実に進めます。
　また、子ども達が多様な活動を体験でき、将来にわたり文化・スポーツ活動が継続できる環境を整えるため、学校と連携しながら部活動の地域移行を進め
ます。
　さらには、効率的・効果的にスポーツ施設を運営し、利用者の安全安心に資するため、「長浜市スポーツ施設整備基本計画」の策定を行うとともに、学校
体育施設については、デジタル技術を活用し、利便性向上と業務効率化を図ります。

重点事業

市民参加型文
化芸術創造事
業

文化芸術活動の裾野を広
げるため、多くの市民が
文化芸術に親しめ、参加
できる機会をつくりま
す。

4,855
文化スポーツ

課
①市民参加型文化芸術事業の実
施数：5事業以上

①市民参加型文化芸術事業の実
施数：5事業

A

次代の文化を
担う子どもや
若者の育成

次代の文化を担う子ども
や若者の感性や創造力を
育むため、文化芸術に触
れ、鑑賞や体験、発表で
きる機会をつくります。

5,547
文化スポーツ

課

①アウトリーチの実施数
　：40件以上
②次世代向け公演等の実施数
　：5事業以上

①アウトリーチの実施数
　：81件
②次世代向け公演等の実施数
　：7事業

A

ながはま文化
福祉プラザ管
理運営事業

ながはま文化福祉プラザ
の適正な維持管理と誰も
が利用しやすい施設運営
を行います。

48,787
文化福祉
プラザ室

①来館者数
　　360,000人/年
　　 30,000人/月

　※令和4年度実績
　　344,174人/年
　　 28,682人/月

①来館者数
　　388,429人/年
　　 32,369人/月

B

モデル地域に
おけるサービ
スポイント実
証事業

実証事業を通じて、市民
がより身近に図書館サー
ビスが受けられるサービ
スポイントのあり方を検
討し、令和6年度からの実
施につなげます。

―
生涯学習課
（図書館）

①事業の結果を、システム更新
など次年度以降の取組に反映す
る。
②地域の実情に合わせたサービ
スポイントを1か所設ける。

①人が集まる場所に新鮮な本が
あることが効果的であったた
め、システム更新時に必要な機
能を盛り込む。
②余呉まちづくりセンターを
サービスポイントとする。

B

「長浜市子ど
も読書活動推
進計画」（第4
次）の策定

読書を通じた心豊かな成
長を支えるため、これま
での取組を踏まえ、子ど
もを取り巻く新たな情勢
に対応した計画を策定し
ます。

―
生涯学習課
（図書館）

①推進計画の策定（R6.3月）
②策定にかかる
　　庁内ワーキング会議：2回
　　懇談会：4回

①推進計画を策定（R6.3月）
②策定にかかる
　　庁内ワーキング会議：3回
　　懇談会：4回

評価

地域と学校の
連携による
「生きる力」
育成事業

モデル地域を設定し、地
域と学校の連携・協働の
仕組みと体制づくりを進
めるための実証事業を行
います。

493 生涯学習課
①地域学校協働活動推進員の配
置数：1人

①地域学校協働活動推進員（地
域コーディネーター）の配置
数：2人

A

事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況

豊かに学び笑顔あふれるまちづくりを推進します

関連する総合計画の政策体系 政策2　教育・文化　　目標2　豊かに学び感性を磨くまちづくり

　「豊かな文化芸術の力で笑顔と魅力あふれるまち長浜」をめざし、「長浜市文化芸術振興ビジョン」に沿って、多くの市民が文化芸術活動に関われるよ
う、幼少期から多様な文化芸術に触れる機会を充実させるとともに、市民が主役となり文化芸術に参加できる機会を創出します。
　子どもたちの地域での学びを通した「生きる力」を育成するため、地域住民や保護者、地元団体など多様な主体の参画により、地域全体で子供たちの学び
や成長を支える「つながり」をつくり、地域と学校のさらなる連携・協働の仕組みづくりを進めます。
　市民の豊かな学びを支えるため、市民に身近で生活に密着した図書館サービスをきめ細かく届ける体制をつくり、実感してもらえるような仕組みを整えま
す。
　「ながはま文化福祉プラザ」は、学ぶ喜びを見つけ、出会いや交流が生まれる「拠点」として、みんなが利用しやすい施設運営を行います。

重点事業

市民協働部



③

④

(6)

①

(7)

①

②

③

３　行政経営改革の取組

取組
視点

① 2-4

② 3-2
公共施設の利
活用の推進

数多くある部施設の老朽
による経費の増大等課題
に対して、市民の利用実
態に即した形で再編成を
行う必要がある。

部施設の複合化・多機能
化の検討

対象施設や手法について
庁内での合意形成

市民活躍課
生涯学習課

文化スポーツ
課

施設の利用実績や経
費の特徴を把握し、
次年度事業化に向け
た調整実施

B

評価

協働型事業の
推進

社会課題が複雑化・多様
化する中、幅広い主体の
参画を促し、多様な主体
の協働による課題解決を
推進する必要がある。

市民協働事業の推進
協働事業について庁内で
の周知と推進

市民活躍課

・庁内会議における
協働事業の説明や職
員への周知
・市民協働事業の提
案件数の増加
（R4:11件→R5:18
件）

B

取組名 課題 取組概要 取組目標 担当課 達成状況

女性の新しい
働き方支援事
業

女性がデジタルスキルを
生かして再就職につなが
る内容の講座を実施し、
就労の実現をめざしま
す。

1,580
人権施策推進

課
①女性の新しい働き方支援事業
講座修了者の就労率：60％

・デザイン科、デジタル科講
座:10回開催
・実習:3回開催
講座受講者:54人　就労等:43人
就労率:79.6％

A

B

女性の活躍応
援プロジェク
ト事業

働きたい、起業したい女
性のサポートや環境整備
に向けた啓発等により女
性の就業者数、起業者数
の増加をめざします。

1,350
人権施策推進

課
①長浜ジョブカフェ事業受講者
による事業展開率：70％

・基礎class講座:5回開催
・フォローアップ講座:10回開
催
講座受講者:48人 行動者:43人
事業展開率:89.6％
（うち新規事業展開　32/48人
66.7％）

A

地域人権学習
会の開催支援

市民が人権に関して正し
く理解し、人権尊重の理
念に基づく行動がとれる
よう、各自治会における
人権学習会の開催を支援
します。

3,845
人権施策推進

課

①地域人権学習会実施評価4.7
以上（5段階評価）あるいは人
権学習会実施率100％

実施率99.3％
　　（423/426自治会）

人権尊重のまちづくりを推進します

関連する総合計画の政策体系 政策1　市民・自治　目標1　全ての人が互いに尊重しあうまちづくり

　市民一人ひとりの人権が尊重され、互いに認め合い、支え合いながら、いきいきと活躍できる社会の実現を目指して、自治会や地域での人権学習会や講座
の開催を支援します。また、家庭と仕事の両立を可能にする女性の新しい働き方（在宅ワークやショートタイムワーク等）を浸透させ、女性の就労機会の拡
大につなげます。

重点事業
事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況 評価

評価

指定文化財保
存修理補助事
業

指定文化財を修理する事
業を補助し、次世代へ文
化財を継承します。

19,709
生涯学習課

（文化財保護
室）

①指定文化財等の修理に対する
補助の実施：9件

①指定文化財等の修理に対する
補助の実施：９件

B

事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況

B

地域の魅力を受け継ぐまちづくりを推進します

関連する総合計画の政策体系 政策4　産業・交流　　目標3　地域の魅力を受け継ぐまちづくり

　「長浜市文化財保存活用地域計画」に基づき、長浜市内の多様で貴重な文化財の保存活用や開発により破壊される遺跡の調査を行うとともに、その成果を
広く情報発信し、市民とともに文化財を次世代へ継承します。

重点事業

学校体育施設
の利便性の向
上

利用者の利便性向上と管
理事務の省力化のため、
学校体育施設等の利用予
約（管理）システムを導
入します。

15,256
文化スポーツ

課

①予約システムの導入時期：
R6.3月
②スマートロック導入校数：
37校

①予約システム導入時期：R6.3
月
②スマートロック導入校数：
37校
　（※導入施設数）

「スポーツ施
設整備基本計
画」の策定

スポーツ施設における現
状や課題を整理し、あり
方や対応方針を定め、市
民が身近にスポーツに親
しむことができる環境を
整備するため、施設整備
の基本計画を策定しま
す。

154
文化スポーツ

課

①関係利用団体等の意見交換回
数：3回
②基本計画の策定時期：R6.3月

①関係利用団体等の意見交換回
数：4回
②基本計画の策定時期：R6.4月

B

市民協働部



令和5年度　市民生活部経営方針

１　市民生活部の基本方針

２　重点事項

(1)

①

②

③

(2)

①

②

③

住宅

長浜市再生可
能エネルギー
導入促進事業

エネルギーの地産地消に
向けて、再生可能エネル
ギー設備の普及・導入を
推進します。

20,200 環境保全課

①太陽光発電：100件/年
②管理システム（HEMS）：
　　　　　　  　50件/年
③蓄電池：130件/年
④V2H：5件/年
市民・事業者・各団体等との協
働で、2030年度までに
75,000kWの再生可能エネル
ギー設備の導入を目指す。（地
球温暖化対策実行計画）

①太陽光発電：120件
②管理システム(HEMS)：44件
③蓄電池：120件
④V2H：1件

B

A

きれいなまち
づくりパート
ナーシップ事
業

不法投棄対策に取り組む
公共的団体とパートナー
シップ協定を締結し、協
働で不法投棄対策に取り
組みます。

1,040 環境保全課

自治会・地域づくり協議会等と
協定を締結し、広域的かつ効果
的な対策を進める。
補助金申請団体数： 13団体

11団体が申請。
パトロール、散乱ごみの収集、
啓発活動等に対し補助金やＰＲ
用資材の配布支援を実施。

B

宅配ボックス
設置促進事業

宅配ボックスの設置促進
により宅配物の再配達の
解消を図ることで、二酸
化炭素排出量を削減し、
地球温暖化防止を推進し
ます。

870 環境保全課
設置補助交付世帯数：174世帯
補助上限5,000円／世帯

設置補助交付世帯数：189世帯

市民と協働で環境まちづくりを推進するとともに、地球温暖化抑制のため再生可能エネルギーの導入を促進します

関連する総合計画の政策体系 政策6　環境・都市　目標1　地球環境にやさしいまちづくり　目標2　自然と身近な環境を守り育てるまちづくり

　第2次長浜市環境基本計画に基づき、市民・事業者・各団体等と連携、協働しながら次世代が安心して暮らせる環境づくりに取り組みます。また、地球温
暖化防止対策については、温室効果ガス排出削減に向けた各種施策を展開することによって市民・事業者・各団体等の意識向上を図り、環境にやさしい再生
可能エネルギーの導入を推進します。

重点事業
事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況 評価

マイナンバー
カード交付事
業

マイナポイントの申請期
限が9月末まで延長された
ことから、期限内に2月末
までにカードの申請をさ
れた方の交付が終了する
よう交付体制を維持しま
す。

ー
市民課

くらし窓口課

月2回の日曜窓口の実施および
毎週木曜日の延長窓口時の交付
体制を維持

・日曜窓口を18回開設した。
　本庁　交付673件　申請51件
　北部　交付169件　申請18件
・毎週木曜の延長窓口での交付
体制を維持した。

B

B

身近なくらし
の窓口として
のサービス向
上

窓口サービスの満足度を
高めるために、本庁所管
課と連携し、地域の身近
なくらしに関する諸手続
きや相談に的確に対応で
きる体制づくりを進めま
す。

ー くらし窓口課

①複数課にわたる諸手続きを横
断的に処理し、一度の来庁で完
結
②くらし窓口課、各支所窓口に
おいて、相互業務支援体制を整
え、均一レベルのサービスを提
供
③デジタル行政に対応するた
め、電子申請をサポートしデジ
タルデバイドの発生を解消

①支所との共通マニュアル整備と
業務内容の統一により、業務の平
準化を図った。
②遠隔によるシステム操作支援や
派遣支援により、少人数の支所窓
口でのサービス提供体制を整備し
た。
③電子申請に不慣れや手段を持た
ない市民の申請を支援した。
R５年度実績
 マイナポイント支援　1,863件(7
支所窓口含む)
 コロナワクチン予約支援　17件
 その他電子申請等支援　8件

A

窓口サービス
向上事業

戸籍法の改正により、令
和6年3月に本籍が遠隔に
ある方でも、戸籍謄本を
取得できるようになるた
め、システムの改修等を
行います。

6,330 市民課

戸籍総合システム改修、マニュ
アル等の修正等を行い、令和6
年3月からの本格運用に向け準
備を行う

6/30　戸籍総合システム改修
　　　 完了
　７月以降国の指示による各種
運用試験を実施し、３月１日か
ら戸籍の広域交付の運用を開始
した。

重点事業
事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標

〔1〕市民と接する機会が多い行政サービスの窓口として、来庁者に寄り添った丁寧な対応のもと、市民満足度の高い窓口サービスを提供します。また、公
平で公正な業務の遂行と個人情報保護などコンプライアンスの徹底に取り組みます。
〔2〕市民が快適・安心して暮らせるよう、衛生環境の向上と循環型社会の構築を推進するとともに、恵まれた環境を次世代に引き継ぐため、地球温暖化対
策、再生可能エネルギーの普及促進や豊かな自然環境の保全に努める取組みを行います。
〔3〕特殊詐欺の被害から高齢者を守るため、関係機関との連携を図り必要な支援を行います。
〔4〕医療保険制度の健全な運営を行うために、被保険者の健康の保持・増進及び制度の公正な利用を推進します。
〔5〕自主財源である市税、国民健康保険料等について、公平で公正・適正な賦課と滞納整理により収納率の向上を図ります。また、適切な徴収活動を通
じ、歳入確保に努め、市財政の基盤強化を図ります。

市民満足度の高い窓口サービスを提供します

関連する総合計画の政策体系 構想実現に向けた行政の取り組み

　来庁者に寄り添った丁寧な対応のもと「確かな仕事を心を込めて」を合言葉に、市民満足度の高い窓口サービスを提供します。

達成状況 評価

市民生活部



(3)

①

(4)

①

①

重点事業

(5)

①

評価

特定健診受診
率向上事業

被保険者の健康の保持増
進及び医療費の適正化を
図るため、特定健診の受
診率の向上に取り組みま
す。

108,646 保険年金課
特定健診受診率：
令和4年度から2％UPする
（R4：36.4％）

受診率38.3％
（令和５年度　確定見込値）
　・電話勧奨　　   4,274件
　・はがき勧奨　 10,039件
　・医療機関等チラシ、ポス
ターの配布
※新規事業として、受診費用の
無料化や集団健診の定員数の拡
充など行いました。また、デジ
タルサイネージ（イオン長浜
店）を活用した啓発を行い受診
率の向上に取り組みました。

B

事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況

関連する総合計画の政策体系 政策3　健康・福祉　　目標2　健やかで豊かに暮らせるまちづくり

　公的な医療保険の基礎である国民健康保険の健全運営を図るため、被保険者の健康の保持・増進及び制度の公正な利用を推進します。
重点事業
重点事業

評価

しょうがい福
祉医療費助成
制度施策検討
事業

福祉医療制度の施策の見
直し検討を進めます。

ー 保険年金課

県に対して助成内容の見直しの
要望を行いつつ、調整会議での
見直し内容について検討を進め
る。

R5.6 国県要望提出
R5.7 県が県首長会議において
しょうがい福祉医療費拡充の提
案
R5.12 福祉医療費助成条例(対
象者拡充）可決
R6.3 拡充対象者に受給券交付

B

　しょうがい者医療費の一部を助成することにより、しょうがい者への保健の向上に寄与し、しょうがい福祉サービスの増進を図ります。

重点事業
事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況

国民健康保険の安定的な運営を推進します

子ども医療費
助成事業

子育て世代への経済的支
援として、小中学生に対
する通院及び入院医療費
の助成を実施します。

216,651 保険年金課

出生から義務教育終了年齢まで
切れ目なく医療費助成を行うと
ともに、「正しい受診」の啓発
を行う。

助成件数：99,735件
助成額：217,627千円

【高校生世代拡充】
R5.7 県が首長会議において子
ども医療費拡充の提案
R5.12 子ども医療費助成条例
(高校生世代拡充）可決
R6.3 拡充対象者に受給券交付

【正しい受診啓発】
・庁舎及びイオン長浜店でデジ
タルサイネージの掲載
・ながまるキッズ配信

B

関連する総合計画の政策体系 政策3　健康・福祉　　目標2　健やかで豊かに暮らせるまちづくり

　子ども医療費の一部を助成することにより、子どもの健全な育成及び保健の向上に寄与し、児童福祉の増進を図ります。

重点事業
事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況 評価

消費生活対策
事業（特殊詐
欺撃退機器購
入費補助金）

オレオレ詐欺を中心とし
た特殊詐欺の被害から、
高齢者を守るため、撃退
機能を有する電話機等の
購入を支援します。

210 環境保全課

65歳以上のみの高齢者世帯へ
の詐欺撃退機能付き電話機等の
設置促進
交付予定世帯数：30世帯

設置補助交付世帯数：31世帯 A

福祉医療サービスの充実を図ります

関連する総合計画の政策体系 政策3　健康・福祉　　目標1　子ども輝き大人が育つまちづくり

消費者にやさしく犯罪に遭わないまちづくりを推進します

関連する総合計画の政策体系 政策5　安心・安全　目標1　犯罪や交通事故の少ないまちづくり

　多発する高齢者の特殊詐欺被害に対し、撃退機能付き電話機等の購入を支援することで高齢者の財産を守ります。

重点事業
事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況 評価

市民生活部



(6)

①

②

③

３　行政経営改革の取組

取組
視点

① 1-1

② 1-1

③ 2-1

④ 1-1

SNSやデジタル
技術の積極的
な活用

適正な医療受診につい
て、効果的な普及啓発が
出来ていない。
行政手続きの簡略化、事
務の効率化が進められて
いない。

SNSによる積極的な情報発
信と、ロゴフォームを活
用した電子申請等の拡充
により手続きの簡略化を
図る。

情報発信件数：5件/年
電子申請等導入件数：5件

保険年金課

情報発信件数：10件

電子申請等導入件
数：7件（XID:2件）

B

Ｂ

窓口業務の民
間委託推進及
びデジタル化

・窓口業務を担う職員が
不足し、安定的な窓口
サービスの提供が難しく
なってきている。
・デジタル化により、窓
口利用者の利便性を更に
向上させる必要がある。

現在、市民課窓口業務及
び税務課の証明事務の一
部を民間委託している。
更なる拡大を検討すると
ともに、定型事務の外部
委託や電子レジスターの
導入、キャッシュレス化
についても拡大に向けた
協議を進める。

①委託可能な業務の洗い
出し
②デジタル化が可能な作
業の洗い出し
③委託拡大、電子レジス
ター等の導入に必要な予
算の要求

各課窓口共通

①オンラインによる
窓口対応など、業者
の提案等を受け導入
可能か検討した。
②各課において、窓
口に来ることなく手
続きが行えるよう、
各種申請等のデジタ
ル化を進めた。（市
民課）郵送請求の支
払いがオンライン決
済できるようにし
た。（滞納整理課）
預貯金照会システム
の令和7年度導入に
向けて、先進地視察
等、情報収集に取り
組んだ。
③（滞納整理課）現
金自動精算機の導入
をDXに取り組む業務
として検討したが、
預貯金照会システム
の導入を優先し、現
金自動精算機の導入
を見送った。

B

税務課まるご
と業務改革事
業

紙ベースの手書きデータ
を手入力・確認する作業
が多い中で、課全体業務
の効率化が進められてい
ない。

①AI-OCR、RPAの導入
②課税資料（手書）のデ
ジタル化
③BPR支援業務委託

①RPA等導入：3業務
②スキャナー導入：9月
③根本的な業務改善方法
の選定：4業務

税務課

①RPA等導入：0業
務
②スキャナー導入：
                   9月
③根本的な業務改善
方法の選定：７業務

評価

SNSやデジタル
技術の積極的
な活用

環境保全や脱炭素など全
世代への効果的な普及啓
発が出来ていない。
行政手続きの簡略化、事
務の効率化が出来ていな
い。

SNSによる積極的な情報発
信と、ロゴフォームを活
用した電子申請等の拡充
により手続きの簡略化を
図る。

情報発信件数：30件/年
電子申請等導入件数：5件

環境保全課
情報発信件数：34件
電子申請等導入件
数：29件

A

取組名 課題 取組概要 取組目標 担当課 達成状況

税務関係事業

適正かつ公平な賦課と併
せて、各種納付方法の周
知・啓発やニーズに合わ
せた納付方法の提供等に
より、収納率の向上及び
未収金を削減します。

ー 税務課

第4期債権管理計画に定める目
標
（市税：現年度分）
目標収納率99.23％（現年）

【令和6年3月末　収納状況】
　Ｒ5　収納率　97.04％
　Ｒ4　収納率　97.15％

確定時期：令和6年6月

B

A

滞納整理事業
公正かつ公平な負担確保
のため、厳正な滞納整理
活動を推進します。

ー 滞納整理課
①捜索の実施：20件
②動産公売：3回
③不動産公売：1回

①捜索の実施：23件
②動産公売：3回
③不動産公売：1回

A

滞納整理事業

市税・国民健康保険料等
の収納率の向上推進を図
り、市歳入を確保しま
す。

5,660 滞納整理課

令和5年度徴収計画に定める目
標収納率（滞納繰越分）を達成
①市税滞納繰越分24.7％
②国保料滞納繰越分25.0％
③後期高齢者医療保険料50.0％
④介護保険料35.0％
⑤保育所保育料23.0％

【令和6年3月末　収納状況】
①市税滞納繰越分32.8％
②国保料滞納繰越分38.7％
③後期高齢者医療保険料57.0％
④介護保険料47.2％
⑤保育所保育料26.8％

確定時期：②③④⑤は
　　　　　令和6年6月

市税等の適正かつ公平な賦課を行い、収納率の向上と徴収の強化により歳入確保を図ります

関連する総合計画の政策体系 構想実現に向けた行政の取組

　市税等の課税客体の的確な把握のもと、適正かつ公平な賦課・徴収を行い、歳入の確保と収納率の向上を図るとともに、税務窓口の手続き効率化を図りま
す。
　また、社会情勢の変化を踏まえつつ滞納の早期解消を促し、公正かつ公平な負担の確保を図るとともに、市の債権管理の一層の適正化を推進し、市財政の
基盤強化を図ります。

重点事業
事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況 評価

市民生活部



令和５年度　健康福祉部経営方針

１　健康福祉部の基本方針

２　重点事項

(1)

政策3　　健康・福祉　　　目標2　健やかで豊かに暮らせるまちづくり

①

②

③

④

⑤

B

健康づくり連
携協定企業、
各種団体等と
の健康づくり
推進事業

民間企業等のリソース
（活力、資源）を活用し
て、健康づくりに関する
情報の提供、講師派遣、
健康機器貸与等を行い、
市民の健康づくりの増進
を図ります。

－ 健康企画課

民間企業と協働して健康づくり
を推進することにより、多くの
市民が健康に関心が持てる。
連携企業協働実施した取組回数
：20回

連携企業協働実施した取組回
数：28回

A

ながはま健康
ステーション
事業

市民が気軽に生活の中で
健康づくりに触れられる
よう、市内大型量販店と
連携しながら健康度測定
や教室、健康相談などを
実施します。

3,154 健康企画課

健康ステーションが本格始動と
なるので、できるだけ多くの市
民に健康チェックの体験をして
もらう。
目標人数：開催日１日当たりの
参加者150人（栄養及び運動体
験をあわせて）

①健康ステーション事業：全8
　回＋追加３回の計11回実施
②参加者実人数：1,138人（11
回）
③1日当たり参加者：120人
（栄養及び運動体験をあわせ
て）

A

健康診査事業

各種健康診査事業を推進
することにより、疾病の
早期発見・早期治療につ
なげ、市民の健康の保持
増進を図ります。

168,641 健康推進課

①国保特定健診の推進
・受診率（2月受診分まで）：
36.0％
②各種がん検診の推進
・乳がん検診受診者数：2600
人
・子宮頸がん検診受診者数：
2600人

①国保特定健診の推進
・受診率（2月受診分まで）：
34.5％
　※R5確定値(R6秋確定）：
38.3％見込
②各種がん検診の推進
・乳がん検診受診者数：2760
人（確定R6.5月末済）
・子宮頸がん検診受診者数：
2655人（確定R6.5月末済）

B

重症化予防事
業

データヘルス計画に基づ
き、健診結果が「要医
療」判定の人への受診勧
奨、糖尿病等の重症化が
心配される人への保健指
導と受診勧奨を、電話や
訪問等により行います。

1,139 健康推進課

①要医療判定者の医療機関受診
率 ：50％(年度末）
②糖尿病重症化予防事業対象者
の医療機関受診率：75％(年度
末）

①要医療判定者の医療機関受診
率   50.2%
②糖尿病重症化予防事業対象者
の医療機関受診率　77.5％

評価

自殺対策、精
神保健事業

市民が自殺に追い込まれ
ることがないよう、予防
や早期発見、危機介入や
事後対応、関係機関連携
等を行い、「生きること
の支援」を推進します。

1,229 健康推進課

①ゲートキーパー養成者数
　R5年度：150人
　R5年度末まで：延べ3600人
②こころの相談窓口啓発実施回
数 ：8回以上
③自殺対策計画の策定

①ゲートキーパー養成者数
　R5年度：321人
　R5年度末まで：延べ3812人
②こころの相談窓口啓発実施回
   数：8回実施済
③自殺対策計画案の策定

A

事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況

　生まれる前・こども・若者・中高年者・高齢者のライフステージに応じた、誰一人取り残さない切れ目のない重層的・包括的な支援を行います。
　市民が共に支え合い、健やかで心豊かに暮らし活躍できる社会の実現に向けて、地域の多様な主体とのつながりを強化し、医療・保健・福祉政策の充実を
図ります。
　高度急性期・急性期・回復期・慢性期医療、在宅医療等それぞれの医療が適切に提供され、地域で完結でき安心して暮らせる持続可能な医療提供体制と地
域包括システムの構築をめざします。

市民の健康づくりの推進

関連する総合計画の政策体系

　だれもが自殺に追い込まれることがないよう、生きることの支援を推進します。また健康寿命の延伸のため、コロナ収束をきっかけに停滞した健診受診に
よる疾病の早期発見や、軽症時からの必要な治療と生活習慣の改善による重症化予防の取り組みを進めます。
　健康ながはま21及び健康都市宣言の趣旨に基づき、民間企業との連携・協働による、健康なひとづくり、まちづくりを推進するため、市の健康課題（む
びょうたん+1）を周知し、市民や各種団体と共に健康づくりに取り組みます。とりわけ、日常生活の中で気軽に健康づくりに取り組める環境を整えます。

重点事業

健康福祉部



(2)

政策3　健康・福祉　　目標3　一人ひとりが支えあい助けあうまちづくり

①

②

(3)

①

②

③

④

⑤

⑥

B

妊娠出産包括
支援事業

妊娠期から出産子育ての
不安や悩みのある妊産婦
とその家族が、地域で気
軽に相談や交流すること
で不安を軽減し安心して
子育てが出来るように努
めます。

2,968 健康推進課

育児不安を抱える妊産婦の妊娠
出産包括支援事業等の利用促進

・産前産後サポート事業（ハッ
ピー子育て事業）：利用率
20％

産前産後サポート事業（ハッ
ピー子育て事業）
・利用者：295名
・利用率：22.2％

B

ひとり親家庭
支援事業

ひとり親家庭の生活の安
定と向上のため自立支
援、経済的支援、相談支
援を行います。

4,594
こども家庭

支援課
ひとり親世帯相談件数：2,300
件

相談件数：2,291件
（R6.3月末）

放課後児童ク
ラブ運営事業

放課後や長期休業中、保
護者が就労等により家庭
にいない小学校の児童
に、安心・安全な遊びや
生活の場を提供し、児童
の健全育成を図ります。

554,123

こども家庭
支援課

（放課後児童
クラブ運営

室）

待機児童数「0」の維持
令和5年4月待機児童数：0人
令和6年3月待機児童目標数：0
人
（第2期長浜市子ども・子育て
支援事業計画目標値）

待機児童数：0人
（R6.3月末）

B

B

子育て応援ア
プリ・サイト
管理運営委託
事業

リアルタイムな情報発信
等を行うとともに、子育
て世代がより利用しやす
い運営に努めます。

2,843
こども家庭

支援課

子育て応援アプリ「ながまる
キッズ！」
閲覧ビュー数：97,000件以上/
月平均

子育て応援アプリ「ながまる
キッズ！」
閲覧ビュー数：94,580件/月平
均
（R6.3月末）

B

こども家庭セ
ンター運営事
業

妊産婦、子育て世帯、子
どもへの一体的な相談支
援を行うため、健康推進
課、しょうがい福祉課、
こども家庭支援課が連携
して「長浜こども家庭セ
ンター」を設置、運営し
ます。

2,328

こども家庭
支援課

（家庭児童
相談室）

こども家庭センター連携会議：
月1回

こども家庭センター連携会議
：12回（月1回実施）

評価

子ども虐待DV
防止支援事業

子育てに不安を抱える保
護者に対する相談援助活
動や、関係機関と連携し
た児童虐待・DV防止とそ
の早期発見に努めるとと
もに、啓発活動を実施
し、虐待・DVに対する市
民意識の向上を図りま
す。

2,666

こども家庭
支援課

（家庭児童
相談室）

①各種啓発事業：9か所以上
②児童虐待防止研修：3回、延
150人以上

①各種啓発事業
・児童福祉週間啓発1回
・11月啓発月間　啓発10か所
②児童虐待防止研修
　3回開催 延べ 208人
（9/21、10/27、11/29）

A

事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況

B

子育て支援の推進

関連する総合計画の政策体系 政策3　　健康・福祉　　目標1　子どもが輝き大人が育つまちづくり

　「長浜市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、子どもや子育てを取り巻く環境がめまぐるしく変化するなか、子どもたちが自分らしくいきいきと笑顔
で健やかに成長できるよう、“子育ての基盤は家庭であり、子育ての第一義的責任として親が担うべき重要な役割である”という考え方を基本としながら、
包括的で継続的な子育て支援を提供し、地域全体で子育て家庭をやさしく見守り応援していく事業を推進します。
　また、妊娠期から出産・子育ての不安を軽減し安心して子育てができるよう、医療、地域、各事業所と連携を促進します。

重点事業

産婦人科医
師・小児救急
医療体制確保
緊急支援事業

長浜赤十字病院の産婦人
科医師確保及び小児救急
体制確保のため助成金等
を交付することで、地域
の医療体制を守ります。

70,276 住宅課
分娩および休日夜間の診療体制
を年間（365日）通して確保

年間365日確保

評価

地域医療連携
事業費

長浜市立2病院の経営形態
の市長表明に向けて、
「病院再編にかかる長浜
市立2病院経営形態検討委
員会」を残り3回開催し、
報告書をまとめます。

12,786 地域医療課
市長が長浜市立2病院の経営形
態を表明するための資料となる
検討委員会の報告書の作成

①経営形態検討委員会開催
　第3回：4/26
　第4回：5/30
　第5回：6/30
（上記のほか小委員会を2回開
催)
②報告書完成　　　　　7/13
③市民向けﾀｳﾝﾐｰﾃｨﾝｸﾞ開催
　全10回(7月～8月)
④9月定例月議会で
　病院再編方針を表明　9/4

B

地域医療体制の構築の推進

関連する総合計画の政策体系

　将来にわたって市民のみなさんが住み慣れた地域で安心して暮らしていくための「地域包括ケアシステム」の構築に向けて、湖北圏域地域医療構想に掲げ
る病院再編の取り組みを長浜保健所と各病院とが役割分担と連携をして進めていきます。また、地域の周産期および小児救急医療体制の確保を図ります。

重点事業
事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況

健康福祉部



(4)

①

②

③

④ B
長浜市再犯防
止推進会議の
開催

犯罪をした人等の立ち直
り支援についての課題検
討及び情報共有を行う
「長浜市再犯防止推進会
議」を開催します。

－ 社会福祉課
長浜市再犯防止推進会議の開
催：2回

第1回会議：6/21開催
第2回会議：R6.2.9開催

A

多機関の協働
による包括的
支援体制整備
事業（重層的
支援体制整備
事業）

「相談支援包括化推進
員」を設置し、そのコー
ディネートのもとで連携
会議を開催し、困難な相
談にも伴走型の継続的な
支援を行いつつ、居場所
や就労といった社会参加
へつなげます。

19,068 社会福祉課 地域の社会資源等とのマッチン
グ件数：16件以上

地域の社会資源等とのマッチン
グ件数：16件

B

志でつながる
支えあいの地
域づくり事業
（重層的支援
体制整備事
業）

市内15地域に地域福祉
コーディネーターを配置
し、様々な関係者・関係
団体が地域の課題につい
て話し合う場としての
「暮らしの支えあい検討
会」を開催するほか、市
全域として外国人・フー
ドバンク・ひきこもりに
関する取組みを進めま
す。

8,000 社会福祉課

地域住民等が地域生活課題につ
いて主体的に話し合う場をつく
る支援
・課題に対する取組実践件数
　　　　　　　　　　45件
（課題に対する検討会実施件数
　　　　　　　　　　60件）
※事業のポイント
「多様な関係者・関係団体の参
加」「居場所や就労といった社
会参加の場となっているか」

・課題に対する取組実践件数
　　　　　　　　　　　88件
・課題に対する検討会実施件数
　　　　　　　　　　 114件

※地区社協、連合自治会、民生
委員・児童委員、福祉委員、ボ
ランティア連協、老ク連等の団
体等が参画している。

評価

第3期長浜市地
域福祉計画の
推進

急激な人口減少や少子高
齢化の進展、地域コミュ
ニティの低下などが進
み、地域課題の解決が困
難になる中で、多様な主
体の参画や協働による地
域課題の解決などをまち
づくりとして推進し、持
続可能で活力ある地域社
会の実現をめざします。

151 社会福祉課

①地域福祉計画推進会議開催：
2回
②個別達成率80%以上の事業が
全体に占める割合：80%以上

①第1回会議：9/28開催
　第2回会議：2/22開催
②83％（133の項目のうち111
の項目が達成）

B

事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況

市民の暮らしを守り、安心して生活できる地域共生社会の推進

関連する総合計画の政策体系 政策3　　健康・福祉　　　目標2　健やかで豊かに暮らせるまちづくり

　第3期地域福祉計画において重層的支援体制支援計画及び再犯防止推進計画を位置づけ、市民が主体的に地域課題を把握して解決を試みる取り組みを支援
するとともに、ひきこもりなど既存の福祉サービスでは対応できない制度の狭間にあるケースや、多様化・複雑化した支援ニーズに包括的に対応し、地域の
多様な人や資源が世代や分野を超えて繋がり、誰もが生きがいを持って共に高め合いながら活躍できる、地域共生社会の推進を進めます。

重点事業

健康福祉部



(5)

①

②

③

④

⑤

⑥ B

介護保険に係
る各種申請の
電子申請受付
の推進

介護保険に係る各種申請
を、マイナポータルや
logoフォームを活用し電
子化を進めた。令和5年度
以降、電子化した申請書
による申請実施を普及さ
せるための周知や運用見
直し等を検討します。

－ 介護保険課

次の申請受付の総数のうち電子
申請件数を事業所向け50％、
市民向け5％に設定。
①介護施設事故報告 50％
②介護保険負担限度額認定申請
書 5％
③要介護認定等情報提供申出書
50％
④障害者控除対象者認定書交付
申請書 5％

①事故報告：50％以上
②負担限度額：2％
③認定情報：50％以上
④障害者控除対象者認定書：
16.7％

B

介護認定調査
業務の推進

要介護（要支援）認定申
請件数は、高齢化と併せ
て、コロナ禍での特例措
置として令和2年度から適
用していた12ヵ月延長が
令和4年度末で終了したこ
とで、今年度は大幅に増
加することが予想されま
す。これまで以上に迅速
な調査を実施します。

－ 介護保険課

指標は認定申請日から調査日ま
での日数を平均20日以内にす
る。（令和5年2月申請分平均
29.8日）

平均調査日数：10～15日 A

介護人材確保
対策事業の推
進

高齢化により必要となる
介護福祉人材数の確保が
一段と厳しくなる状況に
おいて、新規参入の促
進、再就職支援、定着促
進、事業所の魅力発信支
援等の様々な面から介護
福祉人材の確保を支援し
ます。

3,390 介護保険課

①就職説明会における集客人
数、前年度以上、内定率15％
以上
②補助金による新規参入、再就
職支援：8件
③関係機関と連携した事業実施
による継続的な支援

①就職説明会：10/15
・参加者数：20人
・内定者数：3人
　内定率：15％
②補助金による新規参入、再
　就職支援：14人
③入門的研修参加者22人、人
　材センターとの連携、事業
　者協議会との連携

A

認知症高齢者
等ほんわか
SOS ネット
ワーク事業

外出して行方不明となっ
た認知症のある人等を早
期に発見するため、行方
不明者情報のメール受信
協力者を募り、配信時に
協力いただく体制と市民
の認知症への理解が深ま
る啓発活動に取り組みま
す。

221 長寿推進課

行方不明認知症高齢者等情報
　メール配信登録者数
（R8年度末 5800人）
・R4年度 5341人（実績）
・R5年度 5456人

行方不明認知症高齢者等情報
メール配信登録者数：6,014人
※市公式LINEを通じた登録設定
を可能にしたこと、様々な機会
をとらえた登録広報依頼を行っ
たことで、登録数が伸びてい
る。

A

生活支援体制
整備事業
（買い物支
援）

住み慣れた地域での「持
続できる暮らしの安心」
の実現に向け、生活支援
コーディネーターと連携
して、民間の力を活用し
た継続的な買い物支援対
策を通して、人と人とが
つながることができる通
いの場づくりといった、
生活支援体制の整備を進
めます。

－ 長寿推進課

民間事業者と連携した買い物支
援体制が整った地域数
（R5年度当初2か所）
　　↓
　3か所へ

移動販売車両運行地域の拡大に
向けた協議を進めた結果、コー
プしがによる運行地域拡大に加
え、㈱平和堂の参入が決定し、
R6年2月に協定締結を終えた。
R6.2月：2→5か所

評価

個別避難計画
作成事業

しょうがい、要介護等に
より、心身状況のリスク
が高い方を優先対象と位
置付け、庁内関係部局、
福祉専門職、自治会、社
会福祉協議会などと連
携・協力して、計画の作
成を進めます。

1,400 長寿推進課

計画作成件数
（R8年度までに100件）
　R5年度 20件 R6年度 20件
　R7年度 30件 R8年度 30件

・計画作成件数51件
関係専門職回答等の基礎調査
シートを基に、作成の順位付け
を行った。複数年度にわたる作
成計画（自治会単位）とし順
次、計画を作成を進める。（確
定R6.3月末）

A

事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況

地域包括ケアシステムの推進

関連する総合計画の政策体系 政策3　　健康・福祉　　　目標2　健やかで豊かに暮らせるまちづくり

　「みんなで支え合い、いきいきと暮らせるあたたかな長寿福祉のまち」をめざして、保健・医療・福祉の関係機関・地域の団体・住民とともに、高齢者が
住み慣れた地域で安心して生活できるよう、介護・医療・介護予防・住まい及び日常生活の支援が包括的に確保される体制「地域包括ケアシステム」の推進
に取り組みます。
　また、団塊世代が後期高齢者となる令和7年度以降を見据えつつ、必要となる介護サービスを適切に提供できるよう、健全で持続可能な介護保険事業の運
営を推進するとともに、必要となる介護人材の確保や、いきいきと活躍できる人材の育成を支援します。

重点事業

健康福祉部



(6)

①

②

③

④

⑤

３　行政経営改革の取組

取組
視点

① 1-4

② 1-4

③ 1-4

④ 1-3

⑤ 1-1

A

来庁者対応の
改善

来庁者を待たせることな
くわかりやすく丁寧な説
明を心掛ける。

窓口受付マニュアルの整
備。
研修会等、基本的な業務
の内容を全員が把握す
る。

課員全員が基本的な窓口
業務を把握し、受付、相
談業務を行うことによ
り、取次などの時間をな
くす。

介護保険課

マニュアルを整備し
てすぐに確認できる
ところに置いた。
窓口応対の少ない職
員への浸透が課題で
ある。

B

業務進捗管理
の徹底

事務処理の遅れによる不
適正案件を近年、複数件
報告している。

各係ごとに、管理職によ
る進捗確認を徹底する。

・毎月1回の確認実施
・リスク管理チェック中
「業務・事業執行」項目
の件数減少（R4年度：7
件）

長寿推進課

・月１回、進捗確認
実施済
・リスク管理チェッ
ク１件

A

職員の意欲と
能力向上によ
る組織の活性
化

職員のモチベーションの
向上

様々なテーマの職員研修
を実施することにより、
職員の意欲の向上と働き
やすい職場づくりに努め
る。

・毎月1回の職場研修の実
施
（業務以外のテーマも設
定する）

地域医療課
R5.4月～R6.3月まで
計画通り毎月実施

B

職場環境の改
善

業務改善を強力に進める
ため従来の取組方法を常
に見直す必要がある。

各グループが月1項目以上
の改善策を提案し実行す
る。

従来の取組方法を常に見
直し、業務改善に努め
る。

発達支援セン
ター

月当たり平均2項目
の改善を実施（7グ
ループで合計169項
目）

評価

ワークライフ
バランスの充
実と業務の効
率化の両立

ワークライフバランスを
保ち、モチベーションを
維持することで効率的に
仕事を進める。

・休暇をとりやすい環境
を整えるため朝礼での声
がけを行う
・業務量の均等化を図る
ため、定期的に業務量の
調整を行う
・業務の進捗を共有し、
協力が必要な業務は課内
会議や朝礼時に協力を求
める

・夏季休暇の完全取得
・年次休暇の計画的な取
得を推進
・休暇取得日数年間12日
（月1回）以上を目指す
・全職員が週1回以上の定
時退庁を行う

社会福祉課
しょうがい福祉

課
こども家庭支援

課
健康企画課
健康推進課

夏季休暇の完全取得
が達成できない課が
あったが、男性職員
の育休取得や定時退
庁などワークライフ
バランスの保持に努
められた

B

取組名 課題 取組概要 取組目標 担当課 達成状況

A

地域支援事業

福祉事業所や放課後児童
クラブ等の子育て支援施
設への巡回相談を実施
し、支援者支援を行いま
す。

－

しょうがい
福祉課

（発達支援セ
ンター）

地域の子育て施設や福祉事業所
への巡回相談を25回以上実施

巡回相談実施回数：39回 A

児童発達支援
事業

発達支援が必要な児童に
適切な発達支援を行い、
在籍園へ支援を移行して
いきます。

10,236

しょうがい
福祉課

（発達支援セ
ンター）

児童発達支援、保育所等訪問支
援で年間260人の児童を受け入
れる

児童発達支援、保育所等訪問支
援を希望する児童を全数受け入
れた。

B

しょうがい福
祉窓口等業務
委託

窓口業務において、安定
的な運営及び効率化を図
るため、しょうがい福祉
課窓口業務を委託しま
す。

－
しょうがい

福祉課

現在の業務委託期間の終了
（R4.3.1～R6.12.31まで）に伴
い、業務の検証を行い、業務委
託を進める

毎月、委託業者と定例協議を行
い情報共有や課題等の整理を行
い、安定的な窓口運営を行っ
た。
定例協議：12回（毎月実施）

A

しょうがい福
祉プランの策
定

本市における障害福祉施
策を推進するため、令和6
年度を始期とする『長浜
市しょうがい福祉プラ
ン』（R6～R11）を策定
します。

600
しょうがい

福祉課

当事者アンケートを実施
　目標回収率：50％以上
　　　　　　（H29　49.3％）
適宜、議会への報告を実施
 健福委員会　中間報告 8月
 健福委員会ﾊﾟﾌﾞｺﾒ前報告 10月
 議会提案　3月

プラン策定完了
アンケート回収率：35.4％
（885/2500）
意見聴取
しょうがい福祉推進協議会、長
浜米原しょうがい者自立支援協
議会、パブリックコメント

達成状況 評価

手話施策の推
進

施策の推進方針を策定
し、手話に対する理解促
進と普及啓発に取り組み
ます。

788
しょうがい

福祉課

①広報特集号、②ポスター・チ
ラシの作成、③記念イベントの
実施、④出前講座による手話の
理解促進と普及啓発を実施

施策の推進方針を策定した。
①広報6月号特集
②啓発リーフレット作成
③9/24記念イベントを実施
④4/7新規職員研修、健康福
　祉部内（10部署）朝礼時の
　手話啓発、手話奉仕員養成
　講座（48人修了）及び単発
の講座（1回）を実施。
⑤出前講座を実施（8回）

A

重点事業
事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標

生涯を通じて安心して住み慣れた地域に暮らせるまちづくり

関連する総合計画の政策体系 政策3　　健康・福祉　　　目標2　健やかで豊かに暮らせるまちづくり

　しょうがいのある人が自らが望む場所で安心して暮らすことができるよう、個々のニーズに応じた総合的な生活基盤の整備を行います。また、しょうがい
のある人や発達にしょうがいのある人等の相談支援体制の充実と適切な児童発達支援体制の構築を図ります。

健康福祉部



令和5年度　産業観光部経営方針

１　産業観光部の基本方針

２　重点事項

(1)

①

②

(2)

①

② B

事業所用太陽
光発電設備等
導入促進補助
事業

カーボンニュートラルの実現
に向け、再生可能エネル
ギーの普及及び自立分散型
エネルギー社会の構築を図
るため、市内事業所での太
陽光発電設備等の設置に対
する補助を行います。

（債務負担）
20,000

商工振興課
太陽光発電設備等設置件数：20件
（２カ年で２０件　R5分１０件）

交付決定：10件
交付決定総額：8,130,000円
(ID・パスワード申請：18件)

評価

企業立地等推
進事業

本市への企業立地を推進す
ることにより、企業の設備投
資や雇用機会の創出を促
し、産業構造の多角化・高度
化による地域経済の活性化
を図ります。

84,070 商工振興課 企業立地等の相談、支援件数：10件
企業立地の相談、支援件数：25件
(市内事業者の事業拡大含)

A

事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況

企業の投資活動を促進します

関連する総合計画の政策体系 政策4　　産業・交流　　　目標2　新たな産業を創り育てるまちづくり

　本市の立地的優位性や地域の特性を活かして、社会経済潮流の変化を見据えた企業誘致を積極的に行い、地域産業の多角化と地域経済のさらなる振興を図ります。また、
市内で活動する企業の成長段階に応じた設備投資等の支援を行うとともに、エネルギー危機に強く持続可能な企業経営を応援します。

重点事業

B

まちなか出店支
援事業

中心市街地や北国街道木
之本宿周辺地域の遊休不
動産を活用し、地域の魅力
を高めようとする事業者やク
リエイターのうち、新規出店し
ようとする人を支援するた
め、審査会の採点に応じて
補助金を交付します。

8,000 商工振興課
①遊休不動産活用：5件
②新規創業者：1件

①遊休不動産活用：3件
②新規創業者：1件

C

産業支援機関の
機能強化事業

市内企業・事業所の事業活
動を総合的に支援する体制
を強化するため、新組織に
おいて専門的かつ高度な支
援の提供ができる体制を構
築します。

－ 商工振興課
新組織において、専門的かつ高度な
支援を提供することができる体制の
確立

・各支援団体との継続協議体制の
　構築
・現状、課題の整理
・効果的な事業支援体制案の策定

重点事業
事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況 評価

・停滞していた地域経済の回復および活性化に向け、各産業支援機関と連携した適時的確な支援や民間活力を導入して農林水産振興に取り組みます。
　また歴史文化資産を生かし、観光振興と地域活性化につなげ、経済効果を生み出す仕組みづくりを進めます。
・商工業振興については、第3期産業振興ビジョンに基づき、本市の地域特長や強みを生かしながら既存産業の底上げや新たな価値創造、企業誘致等
　に取り組むほか設備投資などの中小企業支援、就労機会拡充について、長浜ビジネスサポートセンターとともに取り組みます。また認定中活計画に基づ
　き整備された施設等を活かし、中心市街地の活性化およびまちづくりを推進します。
・観光・文化振興については、社会情勢の変化に対応した観光まちづくりに向け、自然・歴史・文化などの豊富な資産・資源を生かした周遊型体験型観光
　等の商品化を進めるとともに、観光DXを進めることなどによって観光消費額の拡大を図り、また地域の魅力を持続的に磨き上げる組織体制の強化を図り
　ます。
・農林水産業の振興については、生産性向上や省力化、負担軽減に資するスマート農業の導入など持続可能な経営体制への転換への取り組みを進め、
　また農林水産資源の活用により地域経済循環の活性化に取り組むほか、森林境界の明確化を進め、災害未然防止対策のため林道の適切な維持管理
　に努めます。

地域経済の振興と就労機会の拡充を図ります

関連する総合計画の政策体系 政策4　　産業・交流　　　目標1　たくましい経済基盤をつくるまちづくり

　第3期長浜市産業振興ビジョンの基本理念Challenge&Innovation～オール長浜で挑む「価値創造」の未来～に基づき取組を進めます。産学官金の支援機関が連携する総合的
な窓口となる長浜ビジネスサポートセンターの運営体制および機能の強化を支援します。また、ウィズコロナ期を将来の成長へとつなげる転換期と位置づけ、経営基盤の強化や経
営環境の変化に対応する取組を支援することで地域経済の活性化を図ります。

産業観光部



(3)
住宅課

①

(4)

①

②

③

④

⑤

⑥ A
北部地域の資源
を活かしたイベン
ト開催事業

・北部地域の資源や特色を
最大限に活用し、観光等に
寄与するイベントの開催によ
り地域の振興に取り組みま
す。

13,625
北部産業振興

課
イベント来場者数：110,000人 イベント来場者数 125,500人

B

きのもと宿まちな
か再生事業

・木之本宿を活動拠点とし
て、新しい政策立案のもと、
移住・定住の促進を図るとと
もに、まちなみや伝統行事等
を活かした交流事業やおも
てなし事業に取り組みます。

8,780
北部産業振興

課

①短期的空き家・空き店舗利活用
数：2件
②きのもと宿内の定期賃貸借契約成
立件数：3件
③木之本宿周辺来訪者数：150,000
人

①短期的空き家・空き店舗利活用
　数：2件
②きのもと宿内の定期賃貸借契約
　成立件数：１件
③木之本宿周辺来訪者数
　：190,505人

B

（仮称）小谷城
戦国体験ミュー
ジアム整備事業

（仮称）小谷城戦国体験
ミュージアム整備に向け、関
係課協議や関係機関・団体
等と協議を行い、取組を前に
進めます。

－ 文化観光課
庁内協議や関係機関・団体との調整
を行う中で、整備に向けた基本方針
を定めます。

庁内、関係行政機関（文化庁、
県文化財保護課）及び関係団体
（小谷城址保勝会、小谷地区地
域づくり協議会、長浜観光協
会、長浜市商工会）と協議を行
い、施設整備方針について合意
形成を図り、整備基本計画を策
定した。

A

観音文化振興
事業（観音の里・
祈りとくらしの文
化伝承事業、東
京長浜観音堂
開設事業）

観音文化の保存伝承や各
観音堂への拝観等受入体
制の整備を進めるとともに、
「東京長浜観音堂」を引き続
き開設し、首都圏での観音
文化の発信を通じて、保存
伝承に向けた支援者・協力
者の更なる獲得を進めま
す。

17,797 文化観光課

①東京長浜観音堂入館者数：
　5,000人(1,250人/月×4回)
②長浜観音倶楽部会員数：
　200人(R4比+54人)
③台東区パネル展来場者：
　1,000人(500人×2回)/
　講演会参加者：50人

①東京長浜観音堂入館者数：
　4,845人（R4比+164人）
②長浜観音倶楽部会員数：
　178人(R4比+32人)
③台東区パネル展来場者：
　 約3,000人
　講演会参加者：44人

B

滞在型観光推
進事業

旅行者が本市滞在中に楽し
める観光コンテンツの選択肢
を増やすとともに、旬の見ど
ころをすぐに検索できて目的
地まで誘導してくれるなど、
ストレスフリーで旅を楽しめる
環境を整えることで、滞在時
間の延長を図り、観光消費
額を拡大します。

18,904
34,000

文化観光課

①観光消費額(日帰り単価)
　4,945円/人(R元比+461円)
②観光消費額(宿泊単価)
　27,064円/人(R元比+2,523円)

①観光消費額(日帰り単価)
　7,339円/人(R元比+2,855円)
②観光消費額(宿泊単価)
　28,509円/人(R元比+3,968円)

達成状況 評価

長浜450年戦国
フェスティバル事
業

北近江の領地を浅井長政公
から羽柴秀吉公が引き継い
でから450年。節目の年を記
念して、戦国をテーマに市内
で開催されるイベントを繋ぎ、
地域内外からの誘客を図る
とともに、長浜ゆかりの歴史
上の人物を顕彰する機会を
創出し、郷土への愛着と誇り
を醸成する取り組みを進めま
す。

46,392
49,392

文化観光課

①関連イベントの開催数：
　25イベント以上
②R5.4-12月入込客数
　<日帰り>4,200,000人
　　　　　(純増300,000人)
　<宿泊>280,000人
　　　　(純増10,000人)
③連携団体数：33団体以上

①関連イベントの開催数：
　30イベント
②R5.4-12月入込客数
　<日帰り>4,357,757人
　　　　　(前年比293,884人)
　<宿泊>313,097人
　　　　(前年比23,590人)
　事業来場者数：307,669人
③連携団体数：33団体

A

観光地経営の視点に立った観光まちづくりを推進します

関連する総合計画の政策体系 政策4　　産業・交流　　　目標4　交流でにぎわう観光のまちづくり

　コロナ禍により変化した旅行ニーズ、北陸新幹線敦賀駅開業や大阪・関西万博などの社会情勢の変化に対応した観光まちづくりを推進します。自然環境、歴史・文化遺産、独
自の食文化など、豊富な観光資源に付加価値を付けて観光コンテンツとして商品化するとともに、観光DXを推進し、市内をストレスフリーで周遊できる環境を整えることで観光消
費額の拡大を図ります。また、多様な関係者が連携協力して地域の力を最大化する観光プラットフォームを形成し、地域の魅力を持続的に磨き上げる仕組みを整えます。

重点事業
事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標

評価

湖の辺のまち長
浜未来ビジョン
推進事業

「湖の辺のまち長浜未来ビ
ジョン」に定める将来像の実
現に向けて、まちの魅力を最
大化していくことを目指し、
オープンスペースや都市利
便増進施設等の活用を促進
する各種社会実験事業に官
民連携で取り組みます。

31,250 商工振興課
①社会実験事業：4回
②効果検証：1回

①社会実験事業：4回
②効果検証：1回

B

事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況

中心市街地の活性化を推進します

関連する総合計画の政策体系 政策6　　環境・都市　　　目標3　居住環境の整ったまちづくり

　認定中活計画に基づき整備された施設等を最大限に活かしつつ、ソフト事業を中心とする新たなまちづくり方針として策定した「湖の辺のまち長浜未来ビジョン」に基づき、中心
市街地の活性化を図ります。

重点事業

産業観光部



(5)

①

②

③

④

⑥

⑦ B
かんがい排水事
業

農業用幹線排水路の更新、
バイパス水路の設置を実施
し、排水機能の保全、災害
被害の軽減と、農業用ため
池の耐震診断による防災減
災機能の強化を図ります。

34,000 森林田園整備課

①県営かんがい排水事業支援
                              ：3地区
②農村地域防災減災事業支援
                              ：2地区
③県営みずすまし事業支援
                              ：1地区

①３地区のうち１地区事業完了、１地区
繰越して施工中（Ｒ６年５月完了予
定）、１地区施工をＲ６年度見送り
②２地区とも繰越して施工中（Ｒ６年５
月・７月完了予定）
③１地区繰越して施工中（Ｒ６年５月完
了予定）

 
②木製防護柵の改修支援：8集落

木製防護柵の改修支援：6集落（2
集落取下）

B

経営体育成基
盤整備事業

農業生産基盤の再整備によ
り老朽化した土地改良施設
等の更新、長寿命化を実施
し、農業経営の安定化およ
び農村の活性化を図ります。

10,500 森林田園整備課

①県営経営体育成基盤整備事業支
援：3地区
②県営中山間地域総合整備事業支
援：1地区

①３地区：Ｒ５年度分完了
②１地区：繰越実施中（Ｒ６年５月完了
予定）

B

B

⑤
有害鳥獣対策
事業

鳥獣被害防止計画に基づき
有害鳥獣による被害防止・
軽減のため総合的かつ効果
的な施策を推進します。

96,526

農業振興課

 
①ニホンジカの捕獲：3,500頭
　ニホンザルの捕獲：300頭
　イノシシの捕獲　：300頭

①ニホンジカ：3,926頭
　ニホンザル：215頭
　イノシシ：451頭

B

北部産業振興課

環境保全型農
業支払事業

農業生産に由来する環境負
荷低減を図るとともに、地球
温暖化防止および生物多様
性保全に効果の高い営農活
動を支援します。

 
107,112
 
104,112

農業振興課
環境保全型農業
取組面積：2,493ha

取組面積　2,371ha

B

農業振興地域
整備計画策定
事業

農業振興地域において、農
業の健全な発展を維持する
と共に、整備に関し必要な施
策を計画的に推進するた
め、令和5年度から2か年で
計画見直しを進めます。

（債務負担）
 

15,000
農業振興課

（令和5年度）
①農業振興地域整備計画基礎資料
作成
②集落意向調査の実施

①基礎資料作成
②集落意向調査完了

B

地域計画策定
事業

農業者の減少や高齢化が進
む中、農地が適切かつ効率
的に利用されるよう農地の集
約化等を進める必要がある
ことから、将来の地域農業お
よび農地利用のあり方を明
確にするための地域計画の
策定を進めます。

151 農業振興課
地域計画の策定数：133集落
（対象全268集落の内）

127集落（策定合意集落数）

評価

スマート農業導
入支援事業

担い手不足や経営安定化の
対策として、省力化や生産
効率化に向けたスマート農
業の導入を支援します。

8,000 農業振興課 スマート機械の導入件数：11件 導入件数　８件 B

事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況

持続できる農業経営への支援及び農業生産基盤の整備・強化と集落ぐるみの鳥獣被害防止対策を推進します

関連する総合計画の政策体系 政策4　　産業・交流　　　目標1　たくましい経済基盤をつくるまちづくり

　持続できる農業経営への支援として、農業の省力化や生産効率化に向けたスマート農業の導入や将来の地域農業のあり方や農地利用の姿を明確にするための地域計画の策
定、本市農業の健全な発展を図るため農業振興地域整備計画の見直しを実施します。また、環境負荷低減を図る営農活動を支援し、野生鳥獣による農作物の被害を軽減する
ため鳥獣被害防止対策を推進します。

重点事業

産業観光部



(6)

①

③

３　行政経営改革の取組

取組
視点

① １-1

② 1-2

③ 1-2 B
業務の効率化と
連携体制の構築

関係課の情報共有と連携不
足により業務が効率化され
ていない。
課全体のミーティングが冗長
で形骸化している。

関係課と毎月開催の連携会
議で進捗管理、課題の把握
を行い、応援体制を構築す
る。
課内は係内・幹部の2つに
し、課全体への情報共有と
意思決定までの時間短縮を
図る。

・毎月3課連携会議を開催する
・幹部（課内）ミーティングは毎
月1回、係内は2回以上開催
する

農業振興課
森林田園整備課
北部産業振興課

・3課連携会議随時開
催
・幹部（課内）ミーティン
グは毎月1回以上、係
内で2回以上開催。

業務の共有化・
効率化

新たな課として4係体制でス
タートしたが、互いの業務を
十分に理解しあってなく、課
としての長所を生かし切れて
いない。

観光担当+歴史文化担当+
学芸員が配置されている強
みを生かして、ウェイトが高い
業務については、主担当、副
担当とサポートメンバーで係
横断的にチームを形成し、
役割分担を明確化する。

係横断的業務の取組数を10
以上とする

文化観光課
係横断的業務取組
数:17

A

ペーパーレス化
の推進

庁内ネットワークが無線化さ
れ、ペーパーレスで会議がで
きる環境が整ったが、依然と
して紙資料を用いた会議が
常態化している。

日常業務や会議・協議等で
の資料共有を「紙から電子
データへ」切り替え、業務の
デジタル化・ペーパーレス化
を進める。

複合機での印刷枚数を前年度
比で白黒10％減、カラー20％
減とする

商工振興課
農業振興課

【商工振興課】
白黒：37％減
カラー：39％減

【農業振興課】
白黒：24％減
カラー：21％減

A

B

取組名 課題 取組概要 取組目標 担当課 達成状況 評価

地域おこし協力
隊事業

地域おこし協力隊員（自伐
型林業）の活動を支援し、定
住を促すとともに林業後継
者の育成と地域の活性化を
図ります。

14,640 北部産業振興課

①隊員活動の広報
　HP記事掲載：毎月
②市内定住者数：3人
③協力隊事業の地域連携のマッチン
グ件数の成立

➀隊員の活動広報

　・長浜市HP「地域おこし協力隊
　　活動つ～しん」で毎月報告
　・長浜市広報8月号で特集記事

②市内定住者：3人

③地域連携のマッチング件数12件

（自治会、地域づくり協議会、山門
水源の森連絡協議会等）

①４路線完了
②３路線完了
③２森林組合により完了
④１１路線完了

B

北部産業振興課
・林道維持管理業務委託
　　伊香森林組合：68路線
　　自治会5集落：23路線

・林道維持管理業務委託(伊香)
　68路線（完了）
　　林道ﾊﾟﾄﾛｰﾙ 33路線×3回
　　草刈等維持管理 6路線
　　林道復旧  34路線
・自治会5集落 23路線（完了）

B

②
林道治山維持
管理事業

林業経営の基盤である林道
等の適切な維持管理を図り
ます。また台風や大雨等に
よる被害を軽減するため、林
道、治山施設等の災害未然
防止対策を推進します。

69,179

森林田園整備課

・林道維持補修工事：4路線
・災害未然防止対策工事：3路線
・森林組合林道維持管理業務
 (ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ)市内全域主要路線
・自治会林道維持管理業務11路線

評価

森林境界明確
化事業

森林組合、自治会および県
と連携し、森林境界や所有
者特定のための登記情報の
取得、合成公図の作成およ
び相続調査等を進めます。

1,762 森林田園整備課 森林所有者情報の調査：2地区

西浅井町余
 ・所有者調査完了
髙山町
・所有者調査完了

B

事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況

森林・山村資源の利活用の促進及び適切な管理と災害未然防止対策を推進します

関連する総合計画の政策体系 政策4　　産業・交流　　　目標1　たくましい経済基盤をつくるまちづくり

　森林施業を促進し、木材素材生産量の増加や森林資源の更なる利活用を図るため、森林境界の明確化を推進します。また、林業経営基盤である林道の適切な維持管理と台
風等からの被害拡大の防止・軽減を図るため、災害未然防止対策を推進します。

重点事業

産業観光部



令和５年度　都市建設部経営方針

１　都市建設部の基本方針

２　重点事項

(1)

①

③

(2)

①

●安全安心な暮らしを支える持続可能な都市基盤の整備と維持管理に取り組みます。
〈主な取組〉雪寒対策事業・急傾斜地崩壊防止対策事業・橋梁長寿命化事業・河川改良事業・幹線市道等整備事業・道路維持管理事業・(仮称)神田スマート
IC整備事業・空き家対策事業・国県が実施する道路や河川整備の促進・公共交通対策事業
●長浜のまちの特性を生かした魅力的で暮らしやすい持続可能なまちづくりに取り組みます。
〈主な取組〉公共交通対策事業・田村駅周辺整備事業・幹線市道等整備事業・(仮称)神田スマートIC整備事業・立地適正化計画策定事業・都市計画マスター
プラン改訂事業・豊公園整備事業
●公共下水道事業の運営基盤強化を図ります。
〈主な取組〉公共下水道管渠築造事業・マンホールポンプ長寿命化対策事業・雨水渠整備事業
●職員が能力を最大限に発揮し活躍できる職場づくりに取り組みます。
〈主な取組〉人事評価制度を活用した人材育成の充実

安全・安心な暮らしを支える都市基盤の整備に取り組みます

関連する総合計画の政策体系 政策6　環境・都市　　目標4　生活基盤の整ったまちづくり

　持続可能な都市構造の形成に向け、地域の実情や特色に応じた計画的な土地利用の規制・誘導を図ります。
　また、冬季の安全な交通を確保するため、雪寒対策を進めるとともに、土砂災害特別警戒区域の指定地区における急傾斜地崩壊防止対策を進めます。

重点事業
事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況 評価

都市計画マス
タープラン改
定及び立地適
正化計画策定

社会・経済状況の変化に
対応するため、都市計画
マスタープランを見直す
とともに、新たに、都市
再生特別措置法に基づく
「立地適正化計画」を策
定します。

9,652 都市計画課
①市民アンケート調査の実施
②誘導施設・誘導区域等の検討

①市民アンケート、中高生アン
ケート調査を実施し、調査結果
を都市計画審議会に報告した。
②アンケート結果などのバック
データをもとに誘導区域の線引
き案を作成中。

B

①対象車両の発注を終え、納車
に向けた調整を行っている。
②直営から委託へ４路線の移行
を行った。

B

236,638
(内繰越

118,071)
北部建設課

①除雪車両の更新
②消雪施設整備
③消雪施設修繕(ポンプ修繕)
④消雪施設更新(ノズル取替、
ポンプ交換)

①10月2車、3月1車納入予定
②施工中：1件、積算中：1件
③施工中：1件
④工事完了：3件

B

② 雪寒対策事業

本市道路雪寒対策基本計
画に基づき、消雪設備工
事や除雪車両の更新を平
準化し、持続可能な雪寒
対策を進めます。

234,309
(内繰越
26,000)

道路河川課
①除雪車両の更新
②除雪路線の見直し

B

安心・安全な住環境につなげる空き家対策と利便性の高い交通体系の整備に取り組みます

関連する総合計画の政策体系 政策6　環境・都市　　目標3　居住環境の整ったまちづくり

　地域と地域を結ぶ身近な交通手段として、地域ごとの特性に応じたデマンドタクシー等の活用をはじめ、持続可能な地域公共交通ネットワークの構築を進
めます。
　また、本市住生活基本計画及び空家等対策計画に基づき、空き家を増やさないための予防対策及び適正管理を進めるとともに、空き家の除却等法的措置を
進めます。

重点事業

急傾斜地崩壊
防止対策事業

急傾斜地崩壊防止のた
め、土砂災害特別警戒区
域に指定された地区の対
策工事を進めます。

79,999
(内繰越
79,999)

道路河川課 ①布勢地区工事 ①工事完了

評価

交通対策事業

地域公共交通の維持・向
上を図り、市民の日常生
活における移動手段を確
保します。

327,271
318,041

(3月補正反映済)

都市計画課
①地域公共交通計画の策定
②デマンドタクシー運行事業の
拡充（3地区）

①地域公共交通会議等において
協議・検討を進め、地域公共交
通計画を策定した。
②6/1から浅井・びわ・湖北の
3地区において、デマンドタク
シー運行事業を拡充した。

B

事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況

都市建設部



②

③

(3) 住みよさを高める社会資本の整備と適正な管理に取り組みます

①

①

B

住宅建築改修
等支援事業

長浜市への定住促進を図
るため、①居住用に取得
した中古住宅等の改修、
②子育て世帯・若者夫婦
に対する省エネルギー性
能の高いZEH等の新築を補
助します。

21,572 住宅課

①定住住宅改修促進事業
　補助金交付：6件
②子育て・若者夫婦世帯のZEH
　住宅新築支援事業補助金
　補助金交付：35件

①定住住宅改修促進事業
　補助金交付：5件
②子育て・若者夫婦世帯のZEH
　住宅新築支援事業補助金
　補助金交付：35件

B

空き家対策事
業
(予防、活用、
適正管理、除
却）

専門家による空き家相談
の実施や、空き家解消の
ための補助金交付等によ
る空き家の予防等対策を
進めます。
また、所有者主導による
空き家の管理不全を解消
するため、放置された空
き家所有者への指導・助
言や、特定空家等の法的
措置を進めます。

13800
11,800

住宅課

①空き家相談窓口業務
　空き家相談会の実施：2回
②空き家予防の意識醸成を図る
　ための出前講座の実施：4回
③空き家流通・活用促進事業
　補助金交付：8件
④財産管理制度の活用：1件
⑤空き家活用地域活性化事業
　助成金交付：2件
⑥特定空家等の解消：5件

①空き家相談窓口業務
　空き家相談会の実施：3回
②空き家予防の意識醸成を図る
　ための出前講座の実施：6回
③空き家流通・活用促進事業
　補助金交付：1件
④財産管理制度の活用：3件
⑤空き家活用地域活性化事業
　助成金交付：0件
⑥特定空家等の解消：4件
　※うち補助金申請　3件

評価

豊公園再整備
事業

豊公園再整備実施設計に
基づき、国体に向け長浜
駅西口側のエントランス
エリアの整備を計画的に
実施します。

126,000
216,000

（内繰越
52,547)

都市計画課
①第5工区の整備
②防災倉庫棟、便所棟の新築

①第5工区の工事完了により、
受電設備、東屋が整備完了
②防災倉庫棟、便所棟の新築工
事完了

B

関連する総合計画の政策体系 政策６　環境・都市　　目標２　自然を守り育てるまちづくり

　各施設の老朽化が進み、再整備が急務な課題となっている豊公園については、近年の多様な市民ニーズに対応した再整備を計画的に行っていきます。

重点事業

事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況

評価

橋梁長寿命化
事業

法令に則り、適正に橋梁
点検を実施するととも
に、橋梁長寿命化修繕計
画に基づき、計画的に老
朽化した市道橋の修繕等
を進めます。

264,579
(内繰越

198,579)
道路河川課

①補修詳細設計業務：1橋
②橋梁補修工事：4橋
③橋梁点検：188橋

①本年度詳細設計なし(変更)
②施工中：6橋（2橋追加予
定）
③実施中（172橋）

B

関連する総合計画の政策体系 政策6　環境・都市　　目標4　生活基盤の整ったまちづくり

　経済成長期に整備された社会資本の大規模補修等に対応するため、社会資本の適正な維持・管理と、効率的で計画的な補修・長寿命化を進めます。
　また、土地の実態を正確に把握・整理するため、地籍調査を進めます。

重点事業

事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況

①施工中：3件
②施工中：2件、完了：4件
③土木完了：7件
　舗装完了：11件

B

91,700
(内繰越
19,600)

北部建設課

①道路改修工事：8件
②道路整備工事：3件
③舗装工事：5件
④小規模修繕工事
　単価契約：舗装 10件、土木
20件

①施工中：2件、完了：4件
②施工中：1件、完了：2件
③施工中：1件、完了：3件
④土木完了：6件
　舗装完了：4件

B

②
道路維持管理
事業

老朽化が進む市道の舗装
や、側溝等の道路構造物
の維持・修繕を進めま
す。

159,307 道路河川課

①土木工事：3件
②舗装工事：9件
③小規模修繕工事
単価契約：舗装 30件、土木 30
件

①施工中：1件、完了：1件
②土木完了：2件

B

12,100 北部建設課

①水路整備工事：1件
②河川（浚渫）工事：2件
③小規模修繕工事
　単価契約：土木 3件
　※単契は見込みの数値

①完了：1件
②設計中：2件
③土木完了：1件

B

③ 河川改良事業
老朽化が進む河川護岸等
の改修工事や、堆積土砂
の浚渫工事を進めます。

49,700
(内繰越
17,700)

道路河川課
①室町普通河川改修工事：2件
②小規模修繕工事
　単価契約：土木 5件

都市建設部



④

(4)

②

③
（追
加）

(5)

 ①

②

④

都市の発展と暮らしの利便性を高めるネットワークの構築に取り組みます

B地籍調査事業

災害時の迅速な復旧の基
礎資料等とするため、土
地の実態を正確に把握・
整理する地籍調査を進め
ます。

34,841 建設監理課

①公図・相続調査
 1.高月町宇根：0.24k㎡
 2.高月町西野：0.10k㎡
②一筆地調査・測量
 1.高月町東阿閉：0.08k㎡
 2.東主計町：0.10k㎡
③閲覧
 1.高月町柳野中：0.05k㎡
 2.野寺町：0.02k㎡

①公図・相続調査
 1.高月町宇根：12月完了見込
 2.高月町西野：R6.3月完了見込
②一筆地調査・測量
 1.高月町東阿閉：境界立会中・
測量中
 2.東主計町：境界立会中・測量
中
③閲覧
1.高月町柳野中：11月実施予定
2.野寺町：11月実施予定

関連する総合計画の政策体系 政策6　環境・都市　　目標4　生活基盤の整ったまちづくり

　市街地と郊外地の交流促進を図るため、市民生活や経済活動を支える、道路交通網の整備を進めます。

重点事業
事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況 評価

①
幹線市道等整
備事業

道路交通網の整備等や歩
行者の安全を図るため、
本市道路整備アクション
プログラム(R2.11策定)に
基づき、整備を進めま
す。

410,644
(内繰越

155,643)
道路河川課

①新設改良工事
　　地福寺神照線
②用地等補償
　　地福寺神照線

①施工中
②用地1件、物件94件契約完了

B

166,090
(内繰越
11,590)

B

田村駅周辺整
備事業

田村駅周辺の整備を計画
的に進めるため、地域及
び関係機関等と連携・協
議を行いながら、駅を中
心としたまちづくりを進
めます。

119,188(R5分)
（債務負担行

為額：
554,000) (R5～

R7）

都市計画課

①田村駅東口駅前広場整備工事
②田村駅東口シェルター新築工
事
③田村駅東口駅前駐車場仮設
ゲート設置工事

①R5年度施工範囲分　完成
②R5年度施工範囲分　完成
③完成

B

北部建設課
①道路改良工事
　　田部木之本線
　　田部木之本線(交差点)

①田部木之本線：発注済
　田部木之本線(交差点)：施工
中

B

（仮称）神田
スマートIC整備
事業

南長浜地域における新た
なスマートICとして、早
期開通をめざし事業を推
進します。

23,800 道路河川課
①スマートIC詳細設計業務
②アクセス道路土質調査委託

①詳細設計着手（8/29）
②土質調査着手（10月中旬）

公共下水道事業の運営基盤強化を図ります

関連する総合計画の政策体系 政策6　　環境・都市　　目標4　　生活基盤の整ったまちづくり

　持続可能な下水道事業を目指し、中期経営計画に基づく運営基盤の拡大と経営改善に取組み、健全で安定した財政マネジメントと適正なストックマネジメ
ントに努めます。

重点事業

事業名 事業概要 予算額 担当課 成果目標 達成状況 評価

公共下水道管
渠築造事業

長浜市下水道事業計画に
基づき、汚水管渠の効率
的な整備を行います。

911,897
(内繰越

450,947)
下水道施設課

①農業集落排水の接続
（工事：湖北西、常喜本庄、鳥
羽上地区）
（設計：丁野二俣、山本、八条
地区）

①工事：10月発注予定
　設計委託：発注済

B

B

③
雨水渠整備事
業

近年多発する集中豪雨に
よる市街地の浸水対策事
業の実施。雨水出水浸水
想定区域図の作成

37,500
(内繰越
6,500)

下水道施設課
①雨水渠整備工事（内保中排水
区）
②雨水出水浸水想定区域図作成

①工事：9月発注済
②雨水出水浸水想定区域図作
成：9月発注済

B

76,000

マンホールポ
ンプ長寿命化
対策事業

長浜市下水道ストックマ
ネジメント計画に基づ
き、ポンプ施設の計画的
な更新に実施。次期ス
トックマネジメント計画
の作成

177,376
(内繰越
56,376)

下水道施設課

①ポンプ施設の更新工事（湯
次、尊勝寺、山脇、河毛駅、河
毛線路脇、川道№1、川道№
2、川道№3）
②設計業務  7カ所
③ストックマネジメント計画策
定

①工事：11月発注予定
②設計委託：7月発注済
③ストックマネジメント計画策
定：下水道審議会にて経過報告
済

B

北部建設課
①雨水渠整備工事
（高月第3排水区)

①設計積算中（国道との協議
中）

B

下水道施設維
持管理事業

北部地域の公共下水道及
び農業集落排水施設の適
切な維持管理を進めま
す。

311,871 北部建設課

①施設維持管理業務
　集落排水処理場（26施設）
　公共下水道中継ポンプ（38
施設）
　農業集落排水施設中継ポンプ
（148施設）

①業務実施中(4月発注済)
　※特に異常なし

都市建設部



３　行政経営改革の取組

取組
視点

① 3－2

② 1－1

③ 1－3

取組名 課題 取組概要 取組目標 担当課 達成状況 評価

B

質と効率性を
重視したサー
ビスの提供

行政手続きにおけるデジ
タル化が求められてい
る。また今年度から民間
事業者による市営住宅管
理が開始される。

限られた経営資源の中で
市民ニーズや社会課題に
対応するため、「デジタ
ル化」や「民間活力の導
入」等による業務変革を
進める。

前年度を超える件数の行
政手続きのデジタル化を
進める。

全課

各課が積極的に前向
きに取り組めた、前
年度を超える手続き
のデジタル化件数と
なった。

B

公共施設の利
活用と機能の
確保

施設の老朽化等による施
設機能の維持、改修等に
よる長寿命化が求められ
ている。

施設の長寿命化、投資額
の確保により、総合的か
つ計画的に管理し、施設
機能の確保と効果的な運
営を行う。

事業費の計画的な執行を
着実に行う。

道路河川課
都市計画課

住宅課
下水道施設課
北部建設課

計画的な事業進捗が
図れた。

B

内部統制の整
備・運用とコ
ンプライアン
スの徹底

過去の経験を忘れること
なく健全な業務を遂行す
るためコンプライアンス
の徹底を図っていく必要
がある。

法令や所定の基準等に基
づき、業務が健全かつ効
率的に運営されるようコ
ンプライアンスの徹底を
図る。

業務リスク件数を前年度
以下とする。

全課

業務リスク件数につ
いては前年度以下と
なった。入札等にお
ける積算業務の課題
が残る。

都市建設部



令和５年度　防災危機管理局経営方針

１　防災危機管理局の基本方針

(1)

①

②

③

④

⑤

３　行政経営改革の取組

取
組
視

① １-1

② 2-3 B
地域防災力の
向上

自治会では、消防団再編に
伴い自主防災組織の育成が
必要となっている。

防災指導員を中心
に、消防団と自らの
地域を守る自主防災
組織が連携・協力す
る体制づくりを進め
る。

・「防災出前講座」「市民
防災訓練」の実施
・地域の自主防災組織の体
制強化

防災危機
管理課

重点事業⑤の達成状況の
とおり。特に防災指導員
による防災出前講座で自
主防災組織の体制強化を
行った。

重点事業④の達成状況の
とおり。出前講座等あら
ゆる機会を通してメール
登録等を促します。

C

評価

災害情報伝達
手段の拡充

防災行政無線の屋外スピー
カーでは災害情報の伝達に
限界があるため、確実に災
害情報が提供できる仕組み
が必要となっている。

災害情報・緊急情報
をより多くの方に届
けるため、情報提供
の体制を整える。

災害情報・緊急情報をメー
ルやLINEなどで受信する人
を29,000人まで増やす。

防災危機
管理課

達成状況

防災訓練及び
防災出前講座
の実施

各種防災訓練や防災出前講
座を実施し、災害時におけ
る迅速かつ的確に対応でき
る体制の確立と市民の防災
意識の高揚を図ります。

850
防災危機
管理課

「防災出前講座」「市民防災訓
練」「外部機関連携訓練」「職員
防災訓練」の実施。

・防災出前講座　109回　参加者
3,778人
・市民防災訓練　10/15　参加者51人
・外部機関連携訓練　11/2　参加機
関16団体
・職員防災訓練　12/19　参加者50人

B

取組名 課題 取組概要 取組目標 担当課

安全・安心メール　20,483人
LINE　　　　　　　  3,554人
防災ラジオ　　　　  2,356人
ショートメール　　　 581人
合計　　　　　　　26,974人
　　(R4達成状況から1,489人増)

C

持続可能な消
防団体制構築

持続可能な消防団体制を構
築するため、団員定数・出
動体制等の見直しおよび処
遇改善を図ります。

ー
防災危機
管理課

適正な団員定数の確保、出動体制
の確立と処遇改善。
関係例規の改正。

・令和６年度から新体制による活動を
円滑に開始するため、事前に新体制を
想定した訓練を実施した。体制や処遇
に関する例規を改正した。

情報提供手段
の拡充

災害情報・緊急情報をより
多くの方に届けるため、情
報提供の体制を整えます。

6,600
防災危機
管理課

災害情報・緊急情報をメールや
LINEなどで受信する人を29,000人
まで増やす。

・第26分団（木之本）の消防団屯所新
築工事を６月に着手し予定どおり12月
に完成、旧施設を３月に解体完了。
・消防ポンプ車の更新は、予定より早
く12月に更新完了。

B

B

＜主要事業
60,000千円＞
消防団拠点施
設等整備事業

地域防災力の向上を図るた
め、消防団の活動拠点（屯
所）整備及び消防ポンプ車
等の更新を図ります。

112,000
95,000

防災危機
管理課

・第26分団（木之本）の消防団屯
所新築・移転・旧施設解体。
・消防ポンプ車2台の更新整備。

達成状況 評価

＜主要事業
12,300千円＞
同報系防災行
政無線設備更
新事業

災害発生時に確実かつ迅速
な情報伝達が図れるよう、
長浜、浅井地域において同
報系防災行政無線設備の更
新・機能強化を図ります。

12,300
4,208

防災危機
管理課

長浜、浅井地域における同報系防
災行政無線設備更新に係る実施設
計の実施。

・浅井地域デジタル同報系防災行政無
線実施設計業務を６月に発注し予定ど
おり３月に完了。

B

成果目標
重点事業

事業名 事業概要 予算額(千円) 担当課

　「市民とつくる、災害に強いまち ながはま」とするため、自助、共助、公助の協働による地域防災力を高め、安全で安心して暮らせるまちづくりを目指し
ます。
　また、防災指導員を中心に発災の初動における自助、共助の強化となる事業と平時からの備えとなる自主防災組織への支援・防災意識の向上に取組みます。
　なお、市民のみなさんに信頼される職員として、常に高い倫理観、道徳観と市民目線を大切にするとともに職員自身の防災意識の向上を図る事業を遂行しま
す。

<ビジョン>
　長浜で生活するすべての人が、安全で安心して暮らせるために「市民とつくる、災害に強いまち　ながはま」づくりを目指します。
<ミッション>
【1】ハード・ソフト両面で地域の防災力を向上させるための施策を推進するとともに、防災指導員を中心に自主防災組織の育成を進めます。
【2】消防、防災体制の充実と消防力の強化を進めます。
【3】災害時の情報収集、伝達ツールの充実に向けた整備を進めます。
【4】常にコンプライアンス意識を持った行動と、職員間の相互協力による働き方改革を進めます。

市民とつくる災害に強いまちづくりを進めます

関連する総合計画の政策体系 政策5　安心・安全　目標2　防災・減災対策の充実したまちづくり

防災危機管理局



令和５年度　会計課経営方針

１　会計課の基本方針

２　行政経営改革の取組

取組
視点

① 1-2

② 1-3

③ 1-3 B
会計課業務マ
ネジメント体
制の構築

課全体の業務内容や個々
の処理期限を課全体で共
有し業務遅滞なく遂行す
る必要がある。

月例ミーティングにおい
て月間予定（短期）の確
認を行うとともに、各担
当者ごとの業務の進捗状
況（中期）を共有する。

会計課職員が課全体のス
ケジュールを把握し、遅
滞なく業務を遂行でき
る。

会計課

各担当者がそれぞれ
の業務の進捗を把
握、情報共有し遅滞
なく業務を進めるこ
とができた。

日々の会計業
務の安定化

職員変動リスクへの対応
として、業務スキルを維
持した安定的な会計業務
の遂行が求められる。

日常の会計業務体制の
ローテーション化を図
り、各職員毎の「スキル
マップ」により達成度を
確認する。

特定の職員の不在や人事
異動による職員交替が
あっても、日常的な会計
業務の安定化をめざす。

会計課

　年３回（4ヶ月単
位）の交代制の業務
ローテーションを実
施し、各職員の業務
スキルの平準化・相
互補完性の維持向上
が図れた。

B

　大規模自治体の財
務会計事務の見直し
方針等を把握して、
本市の会計事務の課
題抽出を行った。次
年度に先進地視察を
行い方針を決めてい
く。

C
会計事務の電
子決裁化への
対応

財務会計調書の電子決裁
化を見据えた会計事務の
見直しが必要となる。

先進事例の把握
会計事務の課題の抽出

電子決裁化へ向けた会計
事務の見直し方針を決定
する。

会計課

①会計課業務の適正執行
　会計事務を適正に執行するため、収入及び支出の厳格な審査等を迅速・正確に実施します。
②電子決裁化を見据えた会計事務の見直し
　将来的に導入される財務会計調書の電子決裁化を見据えた会計事務の課題抽出と解決策の検討を行います。
③公金の確実かつ有利な管理運用
　「長浜市資金運用方針」に基づき、金融情勢を注視しながら公金の適正な管理運用を行います。
④「内部統制」の推進
　会計業務におけるリスク管理を通じて、市の「内部統制」を推進します。
⑤働き方改革の方針
　○会計課職員が課内業務全般に精通することにより、職員間のサポート体制を構築し、事務の効率化・平準化を図ります。
　○各所属の会計担当者と共に考え、解決策を見出すなど、会計事務の適正で効率的な執行を支援します。

取組名 課題 取組概要 取組目標 担当課 達成状況 評価

会計課



令和５年度　議会事務局経営方針

１　議会事務局の基本方針

２　行政経営改革の取組

取組
視点

① 1-1 ４件 C
行政手続等の
電子化の推進

議員からの各種申請につ
いて未だに紙での提出に
なって非効率である。

効果的かつ効率的に事務
手続きができるよう行政
手続等の電子化を進め
る。

電子化する手続き：8件 議会事務局

　二元代表制の一翼を担う審議機関として各事務事業の慎重かつ活発な審議や討議をはじめ、議会基本条例に則した議会の運営・活動をサポートします。そ
のため、会派代表者会議および議会運営委員会における議会改革や円滑な議会運営に向けた議会のあり方に関する検討が昇華されるよう助力します。
　あわせて地方自治体議会に求められている政策立案能力をはじめ、事務遂行能力の強化など、議会事務局の機能向上に努めます。

取組名 課題 取組概要 取組目標 担当課 達成状況 評価

議会事務局



令和５年度　監査委員事務局/公平委員会事務所経営方針

１　監査委員事務局/公平委員会事務所の基本方針

２　行政経営改革の取組

取
組
視

① 3-1

・例月出納検査及び
定期監査の指摘事項
については、その都
度担当課へ伝え処理
させた。また、例月
出納検査の指摘事項
については、会計課
及び総務課に報告
し、内部統制連絡会
議において情報共有
し、事務改善につな
げることができた。
・各課から提出され
る監査資料について
は、特に主要な事務
事業の成果及び効果
と課題並びに業務リ
スク管理事項におい
ては、監査委員から
指摘事項を伝えて確
認し修正を求めた。

B

公正・効率的
な行政運営の
確保に向けた
監査の実施

・事務事業は、法律・条
例等に則り、適正に行わ
れているか。
・経済的・効率的・効果
的に進められているか。
・財産は適正に管理され
ているか。

・事務事業の管理及び執
行が法律・条令等に適合
し、かつ、正確で、経済
的・効率的・効果的に実
施されているかについて
監査等を実施する。
・重点項目及び基本項目
について、内部統制の整
備状況及び運用状況を確
認する。

・監査による指摘事項等
を執行機関による業務改
善につなげる。
・事務事業の執行に伴う
重点的・基本的なリスク
に対し、適切な監査等を
実施する。

監査委員
事務局

　市政に対する市民の信頼をより高めるため、監査を通じて各部局の業務の合理的かつ効率的な執行について、透明性の高い行政運営の確立をめざします。
・監査委員事務局は、長浜市の事務の管理及び執行等について法令に適合し、正確で、経済的、効率的かつ効果的な実施を確保し、市民福祉の増進に資する
　ために、監査委員が長浜市監査基準に則り行う監査等の補助事務を執行します。
・公平委員会事務所は、公平・中立の立場で職員の利益保護及び公正な人事権行使を保証するとともに、人事行政の適正な運営が図られるよう公平委員の補
　助事務を執行します。

取組名 課題 取組概要 取組目標 担当課 達成状況 評価

監査委員事務局　公平委員会事務所



令和５年度　農業委員会事務局　経営方針

１　農業委員会事務局の基本方針

２　行政経営改革の取組

取組
視点

① 1-1

② 1-3
業務リスクの
低減

業務リスクが発生しない
ように取組を行っている
が、毎年リスクが発生し
てしまっている。

毎月例会でのリスク発生
状況の共有、業務の進捗
管理を徹底する。
調書類の決裁時での
チェックを徹底する。

前年度リスク発生件数か
らの半減

農業委員会
事務局

インボイス制度に伴
い、証明手数料の請
求書における消費税
明記の間違いが多く
発生してしまった。

D

農地法にかかる申請
について、年度内に
申請フォームの作成
を行う。運用につい
ては次年度以降とす
る。

B
農地法にかか
る申請の電子
化

農地法にかかる申請は窓
口での書類提出が基本で
あるため、申請者に負担
がかかっている。

農地法にかかる届出、申
請書を電子申請でも受け
付けられるように電子化
を進める。

農地法にかかる全ての申
請の電子申請化

農業委員会
事務局

　農業委員会組織は、基本業務である許認可業務をはじめ、農業委員並びに農地利用最適化推進委員が連携を強め、農業者の良き相談者・代弁者として関係
機関等との調整を図りながら、農地の利用の最適化の取り組みを継続して進めます。

取組名 課題 取組概要 取組目標 担当課 達成状況 評価

農業委員会事務局



令和５年度　教育委員会事務局経営方針

１　教育委員会事務局の基本方針

２　重点事項

(1)

①

②

③

(2)

①

達成状況 評価

学力向上専門
プロジェクト
チーム会議

誰一人取り残さない長浜
の教育の実現を図るた
め、外部の専門家を交え
幅広く議論し、教育施策
に反映させ、すべての子
どもたちが「真の学力」
を身につける取組を推進
します。

156
教育改革推進

室

①学力向上専門プロジェクト
チーム会議：5回開催
②学校訪問関係者会議、実務者
会議：各1回開催

①学力向上専門プロジェクト
チーム会議：3回開催
②学校訪問関係者会議：3回開
催
実務者会議：2回開催

B

子どもの自立に向けて「生きる力」を育む教育を推進します

関連する総合計画の政策体系 政策2　教育・文化　目標1　家庭・地域・学校が学び舎のまちづくり

　確かな学力を身に付けるために、ICT機器の活用を図りながら、基礎学力の定着に重点を置くとともに、「主体的・対話的で深い学び」のある授業実践を
推進し、子どもの学びに向かう力を育みます。
　誰一人取り残さない長浜の教育を実現するため、教職員の指導力向上のための研修を実施するとともに、学力向上専門プロジェクトチーム会議を開催し、
真の学力向上をめざします。学校現場での様々なトラブル等を法的に解決するため、弁護士相談を拡充するとともに、スクールカウンセラーによる支援の充
実を図ります。特別支援教育においては、子どもに関わる教職員の専門性向上の取組を進めるとともに、インクルーシブ教育システムの構築及び切れ目ない
支援を推進し、個々の教育的ニーズに応じた適切な指導・支援に努めます。

重点事業
事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標

B

園小接続カリ
キュラム推進
事業

中学校区ごとに子どもの
課題やめざす姿を明らか
にし、園・小・中・義務
教育学校が連携し、発達
や学びの連続性を踏まえ
た指導力向上を図りま
す。

ー
幼児課

教育指導課

①管理職による園小接続協議会：
5月頃に実施
②担当者による園小接続研修会：
6月頃に実施
③園児と小学生や教員間の交流：
各校園で1回以上実施

①園小中接続協議会：5/25実
施
②園小接続研修会：6/22実施
③各校園で実施：2月に接続事
業の効果検証アンケートを実施

B

保育人材確保
対策事業

養成校の学生が保育者と
して就職するための基盤
となる保育実習体制の充
実を図ると共に、「奨学
金返還支援」「居住支
援」「再就職定着支援」
の3つの施策を併せて実施
し、保育士等の安定的な
人材確保を図ります。

9,427 幼児課

①市内の幼保園で教育保育実習
を受けた学生の割合：採用試験
の受験者の60％以上
②幼児教育職の求人倍率：3倍
以上

①教育・保育実習を受けた学生が
応募した割合61％（新卒18人中11
人）
②正規採用試験：応募34人（求人
倍率）2.26倍
・大学連携（協定・推薦枠拡充）
・5月に14大学訪問
・オンライン説明会、オープン市
役所、就職フェアに参加
・3つの施策継続

評価

豊かなことば
を育む指導の
在り方事業

絵本やお話、ことば遊
び、ごっこ遊びなどを通
して、豊かなことばを育
み、話す力、聞く力、伝
え合う力等を育成し、就
学前教育の指導力向上を
図ります。

164 幼児課

①語彙調査：研究指定園各2回実
施
②研究保育：研究指定園各5回実
施
③学識経験者による研修会：1回
開催
④データをとりまとめ、長浜市就
学前教育カリキュラムに豊かなこ

①語彙調査：各2回実施
②研究保育：各5回実施
③就学前教育研修会実施：1回開
催
④就学前教育カリキュラム（改訂
版）に豊かなことばを育む指導方
法や内容を掲載

B

事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況

　第3期長浜市教育振興基本計画の基本方針である「つながりあい、学びあい、豊かに生きる人づくりをめざす ながはま」の実現に向けて、次の4点の基本
目標のもと、質の高い就学前教育や豊かな心の育成、個に応じたきめ細やかな学習指導による確かな学力の向上、安心安全な教育環境の提供や地域と学校・
家庭が一体となった学校づくりに取り組んでいきます。
　特に、真の学力向上のため、学校ICT環境（iPad・AIドリル等）を活用した教育や授業改善の取り組みを推進し、誰一人取り残さない長浜の教育の実現をめ
ざします。
　＜基本目標＞
 　（1）乳幼児期における就学前教育を充実します
 　（2）子どもの自立に向けて「生きる力」を育む教育を推進します
 　（3）学校･家庭･地域のつながりを深め、地域全体の教育力の向上をめざします
 　（4）安全・安心で質の高い教育を支える環境を整備します

乳幼児期における就学前教育を充実します

関連する総合計画の政策体系 政策2　　教育・文化　　目標1　家庭・地域・学校が学び舎のまちづくり

　長浜市就学前教育カリキュラムに基づき、特色のある園づくりやことばの力を育む保育を推進し、より質の高い就学前教育をめざします。また、一人ひと
りの特性に応じた支援内容・体制を整備し、特別支援教育の充実を図ります。
　さらに、高まる保育ニーズに対応するため、保育人材の確保に向けた支援施策を実施します。

重点事業

教育委員会事務局



②

③

④

⑤

⑥

⑦

B

教職員研修

今日の教育課題を含め教
職員としての資質・能力
の向上と専門性や実効性
を高める研修を実施しま
す。

1,575 教育センター

ICT活用に関する研修：9回
特別支援教育：1回
学習指導に関する研修：9回
生徒指導に関する研修：1回
園小連携講座：1回
教育講演会：１回

・ICT活用に関する研修：8回
・特別支援1回・ESD研修：5回
・学習指導に関する研修：7回
・生徒指導に関する研修：2回
・園小連携講座：1回
・教育講演会１回

B

教育相談事業

児童･生徒の学校不適応の
改善に向け、不登校や発
達に悩みを持つ保護者や
教職員が、現状の見立て
や支援方針について相談
できる体制の充実を図り
ます。

23,090 教育センター

①カウンセリング又はコンサル
テーション：650件
②発達サポート事業：20回
③発達検査等：200件

①78件の児童生徒のケースに
616回のカウンセリングとコン
サルテーションを実施。
②全20回実施。
③196件の依頼に対し186件実
施。
（①③…3/27に確定）

B

特別支援教育
推進事業

就学前から義務教育終了
までの子どもを対象に、
将来の社会自立に向けて
一人ひとりの教育的ニー
ズに応じた切れ目のない
支援を進めるための仕組
みを整えます。また、子
どもたちに関わる支援者
の専門性の向上に向けた
取組を進めます。

35,650 教育指導課

①総合育成支援員（合理的配
慮：看護師・介助員を含む）を
対象校に配置（37名）
②発達しょうがい等がある幼
児・児童生徒の在籍する校園に
対して、医療相談会を年間15回
以上実施
③専門家を年間18回学校に派遣

①総合育成支援員を対象校に49
名配置（合理的配慮42名、看護
師5名、介助員2名）
②全14回実施（小4校延べ8
回、中2校延べ3回、園1回、特
支室2回　※1回に複数対応あ
り）3/5確定
③全18回実施（小7校延べ9
回、中7校延べ12回、義1校1回
※ｵﾝﾗｲﾝ相談含む・1回複数対
応あり）

B

生徒指導実践
活動推進事業

①小・中・義務教育学校
にスクールソーシャル
ワーカー（SSW）を派遣
し、課題を抱える児童生
徒の背景を福祉的な側面
からアセスメントし、い
きいきとした学校生活を
支援します。
②重篤な事案に対して、
初期対応・事後対応での
トラブルを最小限に抑え
るために弁護士や精神科
医の専門的指導・アドバ
イスを受け、児童生徒、
学校の支援体制を充実さ
せます。

3,187 住宅課
不登校児童生徒数、児童生徒の
問題行動の数を前年度比10％減

①SSWを183ケースに派遣。
（1月末現在）
※ケースによっては、家庭に直
接赴き、保護者や子ども双方へ
の働きかけを行った。
※本年度より、SSWスーパーバ
イザー1名を学校へ派遣し、課
題の大きいケースへの対応を
図った。
②弁護士相談ケース：57、精神
科医相談ケース：4（合計61
ケース）（2月末現在）
※学校内外で起こる諸課題や課
題がある児童生徒について、弁
護士や精神科に相談をすること
で、事案の早期解決や、トラブ
ルを最小限に抑えることにつな
がった。

B

外国人児童生
徒教育サポー
ト事業

在籍が増加している外国
人児童生徒の就学を円滑
にするとともに、各校に
おける外国人児童生徒教
育を効果的に進めるた
め、サポート体制の充実
を図ります。

27,857 教育指導課

①サポート指導員及び支援員を
日本語指導が必要な児童生徒の
在籍校（小8･中5･義1）に配置
（12名）
②学習指導員を大規模在籍校
（小2･中1）に配置（3名）
③日本語の初期指導や生活適応
指導が必要な児童生徒が在籍す
る学校（小3･中1）に外国人児
童生徒初期指導員を配置（2
名）

①サポート指導員2名、支援員9
名、計11名を15校（小9･中5･
義1）に配置。
※年度当初、中国語支援員を任
用予定だったが、支援が必要な
児童生徒の在籍状況により、公
募を中止した。
②学習指導員3名を3校（小2･中
1）に配置。
③初期指導員2名を5校（小4･中
1）に配置。

B

学校ICT活用推
進事業

ICT機器を授業場面で効果
的に活用できるよう、ICT
支援員等の助言を受けな
がら研修を進め、教員の
ICT活用指導力の向上を図
ります。授業支援ソフト
やAI型ドリルソフトの活
用により児童生徒の個別
最適な学びや協働的な学
びを充実します。校務の
情報化による業務効率の
向上を図るため、校務支
援システムの円滑な運用
を推進します。

73,808
教育改革推進

室

①ICT支援員等の現地訪問によ
る指導助言：年間350回以上
②学校ICT活用推進連絡協議会
を年間3回実施し、各校のICT推
進リーダーの育成を図る
③教員のICT活用指導力の向上
研修：各学期1回実施
④授業支援ソフトへ児童生徒の
ログイン率：80%以上
⑤AI ドリルソフトの児童生徒の
月平均解答数：前年度比10％増
加
⑥校務支援システムにより校務
に要する時間：前年度比5％減
少

①ICT支援員等の訪問支援450回
②各校のICT推進リーダーの実
践交流・研修として、学校ICT
活用推進連絡協議会を4回実施
③ICTを活用した授業実践の交
流を1２回実施
④R5年度ログイン率85.1％（各
校ログイン率の平均）
⑤導入学年を拡大したR4.10月
以降の同時期同期間比較した平
均回答数：2.6％増
⑥校務に要する時間が約9%減少
成績処理：R4(252分)→R5(228
分)

教育委員会事務局



(3)

①

②

③

(4)

①

評価

学校再編の検
討

①学校再編について、対
象地域の保護者や地域住
民との意見交換を十分に
行いながら、教育環境の
充実に向けて検討しま
す。
②統合校や義務教育学校
について、成果や課題等
の検証結果を踏まえ、学
校運営や教育課程等の充
実・発展に向けた取組を
行います。

143
教育改革推進

室

①対象校の教育環境の充実に向
けて、学校訪問や保護者等との
協議を各地域3回以上実施
②統合校や義務教育校におい
て、学校運営・教育課程等の改
善についての意見交換会を学期
に1回実施
③虎姫学園、余呉小中学校の教
職員を対象とした検証アンケー
ト（学校運営や学校生活等に関
する内容）で肯定率75％を超え
る項目数の増加（前年度比）

①対象校の保護者、PTA役員と
の意見交換会を継続実施
・塩津小５回
・永原小５回
・にしあざい認定こども園５回
・高時小学校３回
・伊香具小学校３回
・きのもと認定こども園1回
・田根小２回
・塩津小永原小学校の在り方を
考える懇談会第１回会議開催
②対象校の学校訪問を計画的に
実施。授業や行事等の参観を通
して、児童生徒の状況を把握し
た。また、訪問時に管理職と懇
談し、保護者や地域住民の意向
に関する情報交換を随時行っ
た。
③義務教育学校2校を対象にア
ンケート調査を実施(11月)。検
証結果をもとに管理職と成果・
課題を共有。改善策について協
議。
肯定率75％を超える項目数
・余呉小中：R4(10)→R5(12)
・虎姫学園：R4(11)→R5(9)

B

事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況

安全・安心で質の高い教育を支える環境を整備します

関連する総合計画の政策体系 政策2　　教育・文化　　目標1　家庭・地域・学校が学び舎のまちづくり

　子どものための教育の質的充実、教育の機会均等及び水準確保における学校間格差の是正に向けて、保護者や地域等の意向を十分に踏まえながら、学校の
再編や小中一貫教育校の検証結果を踏まえた教育の充実・発展に向けた取組を推進します。
　また、新型コロナウイルス感染症やインフルエンザ等の感染症対策を徹底し、子どもたちの学びを継続させるための様々な取組を行います。
　学校施設等の維持管理については、建物の構造的な劣化部分を改修しつつ、時代に即した機能や性能を備えることで、学校施設を健全な状態で長期間使用
できるよう、長浜市学校施設等長寿命化計画に基づき、長寿命化改修を軸として、計画的・予防保全的な施設整備に取組みます。
　また、安心・安全な教育環境を確保するため、緊急連絡用PHS機器の更新や玄関ドアのオートロック化などの防犯機能強化対策に取組みます。

重点事業

B

部活動の地域
移行推進事業

中学校の持続可能な部活
動や教員の働き方改革を
推進し、地域でスポーツ
や文化活動に継続して親
しめる環境を創造するた
め、「部活動の地域移行
推進計画」を策定し、新
しい部活動の環境整備を
進めます。

3,307
すこやか

教育推進課

①部活動の地域移行推進協議会
の設置・運営
②モデル的部活動の実施（実証
実験）
③生徒・保護者等を対象にアン
ケートの実施
④部活動の地域移行推進計画の
策定

①第１回協議会を開催（5月）
第2回協議会を開催（12月）
②モデル校における実証事業開
始（5月）
③アンケート実施（7月）
　集計、分析、公表
④計画の策定を1年延期

B

スクールガー
ド活動の支援

児童の登下校の安全を確
保するため、スクール
ガードへの登録を促進し
活動を支援します。ま
た、通学路の安全点検を
実施します。

1,150
すこやか

教育推進課

スクールガードの登録人数につ
いて以下の目標のどちらかを達
成
①各学校児童数の25％以上
②各校通学路の状況に応じて設
定した人員数の100％

①の基準を達成･･･17校
②の基準を達成･･･11校
①,②のどちらかを達成･･･19校

評価

市民で支える
小学校給食費
補助事業

次代を担う子どもたちの
健やかな成長を市民全体
で支え、子育て世代の経
済的負担を軽減する環境
を整備します。

241,607
すこやか

教育推進課

学校給食費を全額補助を実施
（対象：小学校・義務教育学校
前期課程、県立小学校）

学校給食費を全額補助
〔市立小学校・義教学校前期〕
　1学期 86,904,650円
（5,509人）
　2学期 86,187,290円
（5,455人）
　3学期 給食費確定後に補助

B

事業名 事業概要 予算額（千円） 担当課 成果目標 達成状況

学校・家庭・地域のつながりを深め、地域全体の教育力の向上をめざします

関連する総合計画の政策体系 政策2　　教育・文化　　目標1　家庭・地域・学校が学び舎のまちづくり

　学校・家庭・地域が一体となって地域全体の教育力の向上をめざすために「長浜子どものちかい」「長浜子育て憲章」を掲げ、広く普及・啓発を推進し、
子どもたちの豊かな心と生きる力の育成に取り組みます。
　次代を担う子どもたちの健やかな成長を支え、子育て世代が安心して子育てができる環境づくりの一環として、市民全体で支える小学校給食補助事業を引
き続き実施するとともに、学校と地域が協働した新たな形での部活動の在り方を検討します。また、児童・生徒の安全な登下校の確保をめざし、スクールバ
スの運行、スクールガードの活動支援、通学路の安全点検を実施します。

重点事業

教育委員会事務局



②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

B

学校給食費公
会計運営事業

学校給食費に係る会計処
理の透明性を確保し、安
定した給食提供を行うた
め、公会計により学校給
食費の徴収・管理を行い
ます。

514,993
（債務負担R2
～R7)48,000

すこやか
教育推進課

市会計において、保護者等から
学校給食費を徴収し歳入すると
ともに、給食食材費を歳出して
学校給食費の適正な管理運営を
実施

学校給食費調定額
　1学期170,101,950円
未収金徴収（過年度分）
　9月末現在
　約162万円→約132万円
　（収納率約18％）
物価高騰による給食賄材料費の
増加に対し、交付金の活用によ
り対応

B

トイレの洋式
化改修事業

現在の生活様式に即し、
かつ衛生的な教育・保育
環境を整えるため、トイ
レの洋式化・乾式化改修
を実施します。

6,100 教育総務課
トイレ洋式化改修
・設計：長浜北幼稚園、長浜西
幼稚園、南郷里幼稚園

年度内にトイレ改修の実施設計
が完了し、次年度からの改修工
事の準備を整えた。

B

学校・園防犯
機能強化事業

子どもたちが安心安全な
学校・園生活を送れるよ
う、施設の防犯機能の強
化を図ります。

25,020 教育総務課

①緊急連絡用PHS機器の更新：
2園（北保育園・さくらんぼ保
育園）
②玄関ドアのオートロック化：
3園（六荘認定こども園・びわ
認定こども園・長浜南認定こど
も園）

①・②年度内に５施設の改修工
事が完了し、施設の防犯機能を
強化した。

B

学校施設等長
寿命化事業

学校施設等を健全な状態
で維持し、適切な教育環
境を子どもたちに提供す
るため、長浜市学校施設
等長寿命化計画に基づ
き、計画的に予防保全型
の長寿命化対策を実施し
ます。

773,795
（債務負担R5

～R9
2,460,000）

教育総務課

①長寿命化改修
・工事：浅井中学校、神照小学
校、湖北中学校
・設計：浅井小学校、北中学校
②部位修繕（屋上・外壁改修）
・工事：びわ北小学校
・設計：虎姫学園（後期課程）

①長寿命化改修
〇浅井中：年度内に改修工事
（Ⅰ期）が完了し、校舎の安全
性を高めた。
〇神照小・湖北中：工事等の契
約を締結し、改修工事に着手し
た。
〇浅井小・北中：年度内に実施
設計が完了し、次年度からの改
修工事の準備を整えた。
②部位修繕
〇びわ北小：年度内に改修工事
が完了し、校舎の安全性を高め
た。
〇虎姫学園：年度内に実施設計
が完了した。

B

使用済み紙お
むつの園処分

市内公立全園で、使用済
み紙おむつを園処分に転
換します。

4,482 幼児課

①全園に使用済み紙おむつの一
時保管用ごみ箱等を整備
②大規模園はごみの収集運搬を
導入（委託）

4月から順次運用を開始し、7月
からは全園で開始

B

通園バス安全
装置設置事業

園児の車内置き去りを防
止するための安全装置を
設置します。

3,150 幼児課
全ての通園バスに安全装置を設
置（18台）

全ての通園バス（18台）に安全
装置を設置し、運用開始。
（R5/9～）

B

一麦保育園民
営化事業

公立一麦保育園につい
て、令和6年4月1日から
の民営化に向けて保育等
の引継ぎを実施します。

0 幼児課 令和6年4月1日　民間へ移管
委託先法人から辞退の申し出に
より、令和6年4月の民間への移
管は見送りとなった。

D

学校・園にお
ける感染症対
策

①学校・園における感染
症対策を徹底し、集団感
染のリスクを抑えるた
め、必要な物品の整備等
を行います。
②新型コロナウイルス感
染症の流行状況に関わら
ず、リモート環境を活用
した会議・研修を実施し
ます。

6,921

すこやか
教育推進課
教育指導課

幼児課

①感染症対策に必要な消毒液な
どの保健衛生用品や備品を学
校・園に配備
②会議や研修を、リモート環境
を活用し、中止することなく実
施

①感染症対策に必要な消毒液な
どの保健衛生用品や備品を学
校・園に配備
②小中学校、義務教育学校にお
いては、リモートでの会議や研
修ができる環境が整い、リモー
トによる会議・研修も実施し
た。園については、本庁内にサ
テライト会場を開設してリモー
ト研修を実施した。園について
は、本庁内サテライト会場の開
設や、WEB会議システムの活用
により、リモート研修や会議を
実施した。

教育委員会事務局



３　行政経営改革の取組

取組
視点

① 1-1

② 1-1

③ 1-1

④ 3-2 B
未利用財産の
利活用

閉校後の財産について、
敷地境界の確定等処分の
条件が整っておらず、利
活用できていない。

財産の利活用に向けた条
件整備を進める。

①旧杉野小中学校
　敷地の使用権の整理
②旧高月中学校跡地
　敷地境界の確定

教育総務課

①学校用地内の民地
の一部を寄附により
取得した。
②境界確定を行っ
た。

B

校務の情報化
による業務効
率の向上

教職員間の情報共有のた
めに、文書の印刷や会議
の回数が多くなるなど、
業務負担が大きい。

情報共有ツール（グルー
プウェア）を導入し、
メール機能や掲示板機能
を活用することで、ペー
パレス化や情報共有の円
滑化を図り、業務効率を
向上し負担軽減を図る。

校務支援システム研修の
開催（3回）

教育改革推進
室

校務支援システム研
修の開催（3回）

B

保護者の利便
性向上と業務
の効率化の推
進

保護者との連絡ツール
は、紙と電話しかなく、
欠席連絡は電話で行い、
保護者への連絡等に日々
長時間を要し、また、大
量の紙を使用している。

保護者との連絡手段にデ
ジタルツールを活用する
ことで、保護者の利便性
と業務の効率化を推進す
る。

保護者と学校間の連絡シ
ステムを導入

教育指導課

フォーム機能による
出欠確認、学習e
ポータルによる便り
の送付等、DXを推進
した。R6に向けて、
全校統一の連絡シス
テムを整備した。

評価

教職員・園職
員の働き方改
革

長時間勤務や人間関係の
難しさ等、ネガティブな
情報が溢れ、魅力ある職
となっていない。

各校園の業務改善や校務
分掌の見直しと職員の意
識改革を図る。保育業務
支援システムの活用を図
る。

①教職員：超過勤務月45
時間以上の割合が前年度
比-3％をめざす。
②園職員：総超過勤務が
前年対比10％減をめざ
す。

教育指導課
幼児課

①教職員：超過勤務
月45時間以上の割合
（前年度比3.5％減)
②園職員：総超過勤
務(前年対比1.5％減)

B

取組名 課題 取組概要 取組目標 担当課 達成状況
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